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要 旨 

大地震の切迫性が指摘される昨今，個々の道路施設は道路ネットワークとして効果を発揮する

ための耐震性能を有することが不可欠であることから，平成 17 年度から平成 19 年度にかけて，

落橋の防止を目的とした「緊急輸送道路の耐震補強 3 箇年プログラム」が実施されてきたところ

である． 

本研究は，同プログラムで未対応であった道路橋基礎耐震補強のプログラムレベルの実施を念

頭に置いたものである．本研究では，既設道路橋基礎の耐震性能水準を区分した上で，優先度を

設けて段階的に実施する戦略のもとで， 1) 橋の性能・機能と基礎の限界状態の関係，2) 地震に

よる基礎の損傷パターンの分類整理，3) 過去の被災事例の分析，4) 設計基準および施工技術の

変遷調査，5) 既設道路橋基礎の構造特性を反映した静的荷重漸増解析による判定法の提案，6) 提

案モデルを用いた既設道路橋基礎の耐震性評価を行った．以上をまとめて，既往の平成 8 年防災

点検データベース，橋梁一般図，ボーリング柱状図を用いることで，既設道路橋基礎の脆弱度を

簡易に判定するための手法を整備した． 
キーワード：基礎，耐震補強，防災点検
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１．まえがき 

 

大地震に対する道路としての耐震性確保にあたっては，個々の道路施設の耐震性を強化するこ

とが確実であるが，限られた予算条件のもと，限られた期間内で全ての既設橋基礎に対して耐震

性を詳細に検討し，補強を完了するのは難しい．一方，過去の幾多の震災事例において，道路橋

は一旦大被害を受けると迅速な復旧が困難であることが明らかになっている．そこで，平成 7 年

の兵庫県南部地震以後の道路施設の耐震補強は，特に緊急度の高い，橋梁の複断面区間，跨線橋，

跨道橋が優先されてきた．さらに，重大な二次災害の発生を防ぐために，落橋に直接つながるよ

うな被害が生じた橋脚躯体や支承部への耐震補強が優先され，兵庫県南部地震の後に示された復

旧仕様 1)やその後改訂された道路橋示方書 2) 3)に基づいて補強が実施されてきた．すなわち，重大

な二次災害の発生を防ぐことを目的とし，道路橋示方書に示される耐震性能を付与することも同

時に行われてきた． 

しかし，大地震の切迫性が指摘される昨今，より広範でかつ緊急的な補強の実施が求められ，

道路ネットワークとして効果を発揮するような耐震補強計画が求められている．優先的に確保す

べき経路を選定し，その区間に対しては，甚大な被害を防止し，最低限必要な交通機能を確保で

きるように耐震補強を実施するというものである． 

この方針に基づき，平成 17 年度から平成 19 年度にかけて，国土交通省により緊急輸送道路の

橋梁耐震補強 3 箇年プログラムが着実に実施されてきたところである 4) 5)．高速道路上の橋梁およ

び特定された緊急輸送道路上の橋梁に対して，兵庫県南部地震と同程度の地震動に対しても落橋

等の甚大な被害を防止し，緊急輸送道路としての機能を確保すること，また，早急に耐震補強を

進めることを目的としている．そして，このような要請のなか，平成 18 年に道路震災対策便覧 (震

前対策編) 4)が改訂され，道路の耐震性確保の考え方が示されている． 

道路橋の次期耐震補強の展開は，基礎の補強も当然考慮して議論されることになると考えられ

る．架設年ごとの基礎数と累計数の変遷，1960 年代と 1990 年代において直轄国道で用いられた

各基礎形式の割合を調査した結果をそれぞれ図-1.1 と図-1.2 に示す．対象は，MICHI データベー

スに収録された北海道と沖縄県を除いた橋長 2m 以上の直轄国道の道路橋である．1950 年代の後

半から基礎の施工基数は急増し，1960 年代に最も多くの数の基礎が建設されたことがわかる．こ

の年代の基礎は現行基準を満足していないため，耐震性能が相対的に低いと考えられる．これま

での地震では基礎に目立った被災事例は確認されておらず 6)，橋脚に比較すると補強の優先順位

は低位と考えられ，現行基準を満足するように順次補強を行うことになる．そこで，将来の道路

橋基礎の耐震補強プログラムの策定を念頭に置いた，橋梁基礎に関する耐震補強の必要性の有無

や優先度を判定する手法の整備が必要である． 
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２．道路橋基礎に想定される損傷度区分と崩壊パターン 

 

まず，既設道路橋基礎の耐震性能を述べる前に，各基礎形式の支持機構が機能する上で力学的

に鍵となる事項，例えば地盤条件，部材の状態に着目した整理が必要となる．本章では，各基礎

形式に対し，基礎の損傷の進展に伴い，落橋，もしくは橋がそれに相当する危機的状況に至るま

での崩壊パターンを作成する． 

  

実際の基礎においては，降伏後の塑性変形性能に応じて様々な崩壊パターンが存在するが，「基

礎の安全性」，震後の特に緊急車両の通行に着目した「橋の供用性」および「橋の短期修復性」に

与える影響の観点から基礎の損傷度を整理する．ここに，橋の短期修復性とは基礎の損傷の程度

や基礎の修復の有無に関わらず橋の供用の回復を短期で行うことができるかどうかを意味する．

そして，基礎の限界状態は，上部構造をどのような状態・反力特性で支持するのかという観点で

記述される．そこで，上部構造からの地震時慣性力を受けるときの基礎の抵抗力特性や復元力特

性の変化と基礎の損傷，さらには復元力と震後の橋の供用性の関係を整理する．ここに，抵抗力

とは荷重に対して発揮される強度を，復元力とは繰返し荷重下で，除荷・再載荷されたときに元

の位置に戻ろうとする力を意味する．つまり，繰返し荷重に対して荷重低下が生じず，残留変位

が過大とならない状態で，安定して抵抗力や復元力が発揮される領域は最大荷重までの範囲とな

る．基礎の崩壊とは，①部材がせん断破壊やひび割れ発生直後に強度低下しないような塑性変形

性能に富む部材から構成される場合，②部材の塑性変形性能が乏しい場合 (部材曲げ破壊からせ

ん断破壊移行型) ，③部材の塑性変形性能が考慮できない場合 (部材せん断破壊先行型) ，および

④支持層の液状化に伴う過大沈下，液状化による周辺堤防土の移動に伴う基礎の過大移動や斜面

の崩壊に伴う基礎の移動等周辺地盤自体が不安定になり，基礎に大きな変位が生じる場合の 4 つ

にパターン化される．まず，①部材が塑性変形に富む場合を例に上部構造慣性力作用位置におけ

る水平力 (P) と水平変位 (δ) の模式図と基礎が受けている損傷の度合い，それと橋の耐震性の関

係を図-2.1 に示す．それぞれの崩壊パターンにおいて基礎の損傷度 I～Ⅴの定義は共通であり，以

下のような状態を想定する． 

 

損傷度Ⅰ：基礎を構成する部材や部材を支持する地盤抵抗がそれぞれ弾性 (可逆性を有する) とみ

なせる限界点 (E 点) を超えない状態と定義する． 

 

損傷度Ⅱ：基礎を構成する一部の部材やそれを支持する地盤抵抗が可逆性を有すると見なせる限

界点を超えるものの，基礎全体系の P δ 関係で見たときには基礎の降伏点 (Y 点) を

超えない状態と定義する．ここに基礎の降伏とは，基礎の部材の塑性化，地盤抵抗の

塑性化，基礎の浮上りのいずれかにより，上部構造の慣性力の作用位置での水平変位

が急増し始める時をいう．地震後に緊急車両および一般車両の通行も可能で地震直後

の橋の供用の観点から基礎の修復は不要と想定する． 

 

損傷度Ⅲ：基礎の降伏点 (Y 点) を超えた後，基礎としての応答塑性率が許容塑性率を超えない状

態と定義する．許容塑性率を満足する場合，基礎は最大強度を発揮する点 (M 点) を

超えず，十分な安全性を有するとともに残存復元力及び残存変形性能も十分に有する．

したがって，緊急車両および一般車両の供用を行うための基礎の補修は不要と想定す

る．ただし，基礎に残留変形が生じることから，上部構造桁端部や伸縮継手部の損傷
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及び路面の段差を誘発する可能性があるため，それらに対して橋の応急復旧作業や交

通規制が必要となることを想定する．基礎の剛性回復や耐久性確保の観点から，基礎

の修復が必要な場合であっても，その損傷の程度は，交通を開放しながら修復工事が

可能である程度のものと考える． 

 

損傷度Ⅳ：基礎の降伏点 (Y 点) 及び基礎の最大強度点 (M 点) を超えた後，基礎が終局点 (U 点) 

に達する状態までと定義する．ここに，終局点とは最大強度付近で安定していた復元

力が低下し始める点とみなす．このとき，基礎の損傷または残留変形が大きくなり，

その結果，上部構造に大きな残留変位が生じ，一般車両は通行止めで，緊急車両につ

いても橋の応急復旧が行われた上で適切な交通規制がないと通行できない状態と想定

される．また，基礎には復元力や支持力に著しい影響のある損傷が生じており，かつ

緊急車両に対する橋の供用性を確保するために，上部構造を仮受けするベント設置な

どの応急処置が必要な状態を想定する．さらに，橋の本復旧に向けて基礎の修復は不

可欠であり，仮に修復可能であるとしても長期間を有する． 

 

損傷度Ⅴ：基礎の損傷や支持地盤の崩壊により落橋あるいは倒壊・半倒壊となる状態と定義する．

すなわち，復元力を失っており，たとえ緊急車両であっても通行できない状態を想定

する．また，図-2.2 d)の基礎底面地盤の液状化に伴う基礎の損傷等は，荷重変位関係

により損傷度を段階的に定義することが困難であり，液状化と同時に損傷度 V に達す

るケースと推定される． 
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３．道路橋基礎の許容塑性率に関する既往の研究 

 

3.1 既往の研究成果 

 道路橋基礎の許容塑性率は，平成 14 年の道路橋示方書Ⅴに定義されているように，基礎に生じ

る損傷が橋としての機能の回復が容易に行い得る程度にとどまることを目的に，既往の実験結果

に基づいて設定されたものである．本研究において，既設橋基礎の耐震性能を評価するにあたり

基礎の塑性率が指標となるため，既往の文献等をもとに基礎の塑性率設定に関する工学的意義と

既往の実験結果について以下に整理する． 

 

(1) 基礎の許容塑性率 

 土木研究所資料第 4030 号 7)では，杭基礎やケーソン基礎のような根入れの深い基礎の許容塑性

率に関する工学的意義について次のように整理されている． 

 

1. 大地震に対して，基礎が最大強度点，もしくは最大強度相当の強度を発揮している状態

を超えないこと 

2. 大地震に対して，基礎は過大な損傷を受けず，地震後も無補修のままでも橋の供用に影

響を与えない状態にとどまること 

3. 1,2 の結果として，再度の大地震に対して安全性を確保できる残存耐荷力を有しているこ

と 

 

(2) 杭基礎 

土木研究所資料第 4030 号 7)で，場所打ち杭，鋼管杭，PHC 杭を用いた模型群杭の載荷実験結

果について考察がなされ，平成 14 年の道路橋示方書Ⅳの構造細目を満たす場合には塑性率 4 程度

の制限値としておくことで，基礎は最大強度相当の強度を発揮しており，(1) の目標とする性能

を満足できるとまとめている．また，PHC 杭については，補強スパイラル鉄筋を有しないケース

の実験が行われており，5δyでせん断破壊している．このため，補強スパイラル鉄筋を有しない既

製コンクリート杭では最大強度に達しない領域である 2δy 程度で塑性率を制限することが考えら

れる．以下，図-3.1～図-3.4 に土木研究所で行われた載荷実験結果を示す．図-3.1 は場所打ち杭を

用いた載荷実験である．実験は杭径が 300mm，杭長が杭径の 6 倍としている．杭は上下のフー

チングに剛結合され，2 つの鉛直ジャッキと 1 つの水平ジャッキを用いて，模型群杭に繰返し水

平力・転倒モーメントが載荷されている．全杭が降伏したときの変位を 1δy として，±nδy 

(n=1.2.3…) が載荷されている．図-3.2 は鋼管杭を用いた載荷実験である．実験は杭径が 216mm，

杭長ならびにフーチングとの結合方法は，場所打ち杭と同様である．載荷方法は，1 つずつの鉛

直・水平ジャッキを用いて，模型群杭に繰返し水平力・転倒モーメントが載荷されている．図-3.3

および図-3.4 は，PHC 杭を用いた載荷実験であり，実験の諸元ならびに載荷方法は，場所打ち杭

と同様である． 
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a) 載荷実験の概要           b) 荷重－変位関係 

                                    (白丸は±1δyの点を示す) 

 
4δy             6δy          実験終了後 

c) 損傷進展状況 

図-3.1 場所打ち杭 (3×2 列) の載荷実験 

 

 場所打ち杭 (3×2 列) の損傷進展を表-3.1 に示す． 

 

表-3.1 場所打ち杭の損傷状況 

変位レベル 杭の損傷状況 

2δy 
両端列の杭の上下端接合部付近，および中央列の杭下端接合部付近でかぶりコンク

リートの表面が剥落 

4δy 帯鉄筋・軸方向鉄筋のいずれも露出しない 

6～7δy 両端列の杭で鉄筋の露出，および軸方向鉄筋のはらみ出しが確認され，鉄筋が破断

9δy 中央列の杭下端で鉄筋が露出し，はらみ出しを確認 (実験終了) 
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a) 載荷実験の概要            b) 荷重－変位関係 

                                 (白丸は±1δyの点を示す) 

 

6δy                        8δy 

c) 損傷進展状況 

図-3.2 鋼管杭 (3×2 列) の載荷実験 

 

 鋼管杭 (3×2 列) の損傷進展を表-3.2 に示す． 

 

表-3.2 鋼管杭の損傷状況 

変位レベル 杭の損傷状況 

5δy 全ての列の杭の上下端接合部付近に鋼管のわずかな膨らみを観察 

6δy 塑性座屈を確認 

7δy 各杭の下端の座屈部位が鋭角状に変形 

8δy 各杭の下端の座屈部にくびれが発生，鋼管は破断せず (実験終了) 
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4δy             6δy          実験終了後 

a) 補強スパイラル有り 

 

 
2δy             4δy           実験終了後 

b) 補強スパイラル無し 

図-3.3 PHC 杭の損傷進展状況 

 

   
a) 補強スパイラル有り        b) 補強スパイラル無し 

図-3.4 PHC 杭の荷重－変位関係 (白丸は±1δyの点を示す) 

 

 PHC 杭 (3×2 列) は，補強スパイラル鉄筋がある場合とない場合の 2 ケースについて載荷実験

が行われた．それぞれの損傷進展を表-3.3 に示す．  
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表-3.3 PHC 杭の損傷状況 

変位 

レベル 

杭の損傷状況 

(補強スパイラル鉄筋有り) 

杭の損傷状況 

(補強スパイラル鉄筋無し) 

2δy 
 杭軸に沿って伸びる縦ひび割れが一方の

端部列の杭に発生 

3δy 
両端列の杭の上下端接合部付近でかぶり

コンクリートの表面が剥落 

両端列の杭下端接合部にてかぶりコンク

リートの表面が剥落 

4δy 

端部杭の下端でスパイラル鉄筋が露出，中

央列の杭の上下端接合部付近でコンクリ

ートの表面が剥落 

中央列の杭の下端接合部付近にてかぶり

コンクリートの表面が剥落，両端列の杭の

縦ひび割れが大きく進展 

5δy  杭がせん断破壊 (実験終了) 

7δy 
両端部列の杭で軸方向鉄筋のはらみ出し

が確認，その後複数の軸方向鉄筋が破断 

 

11δy 
原点指向型の履歴特性を有しているため，

プレストレスが有効に機能 (実験終了) 

 

 

 以上から，既設の橋脚基礎についても，工学的意義を踏まえ許容塑性率を設定する必要がある． 

 

(2) 中詰めコンクリートが配置されていない鋼管杭の許容塑性率 

 中詰めコンクリートのない単杭および群杭を用いた載荷実験 8)では，中詰めコンクリートが配

置されていない単杭は，配置されているものに対して，変形性能は低いが，最大耐力は同程度で

あることが確認されている．そして，中詰めコンクリートのない単杭では，4δyを超えた時点で局

部座屈により耐力が急激に減少していた．また，中詰めコンクリートが配置されていない 4 本組

杭では，変位が急増する基礎の降伏点から 2δy程度で最大耐力が発揮され，4δy程度まで降伏耐力

相当を保持することが確認されている． 

 以上より，本研究では中詰めコンクリートが配置されていない鋼管杭は，塑性率を 2 程度に制

限することが考えられる． 

 

(3) 単列杭の許容塑性率 

単列杭の許容塑性率は，土木研究所で検討してきたインテグラルアバット橋 9)の考え方が参考

になる．単列杭基礎の橋軸方向に関しては，後述する単独の柱状体基礎であるケーソン基礎等と

同様に考えれば，部材の終局を定義し，荷重漸増解析により荷重変位関係を算出して，許容塑性

率による照査をすることになる．ケーソン基礎の終局変位は上部構造からの水平力および転倒モ

ーメントの作用に対して部材が最大強度を発揮するときの変位とされており，柱状体基礎という

単独部材からなる基礎であるため，載荷方向に複数列の部材を有する群杭基礎と比べてリダンダ

ンシー (冗長性) が少ないことから，安全率を加味した許容塑性率を用いて照査している 7)．なお，

群杭基礎の許容塑性率も基礎が最大強度相当の強度を発揮している状態を超えないことと定めら

れている．しかし，道路橋示方書Ⅳでは，鋼管杭について図-3.5 に示すように降伏は定義されて

いるが，終局は定義されていない．鋼製橋脚では終局変位は定義されていないが，許容変位が定

義されており，道路橋示方書Ⅴ11.2 のコンクリートを充填しない円形断面の許容変位を参考とし

て鋼管杭の終局状態を定義する． 
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図-3.5 鋼材の応力度－ひずみ関係 

 

鋼製橋脚の許容変位は，繰返し載荷実験の荷重変位関係における水平力最大点の変位とされて

おり，これは，ケーソン基礎の終局変位の定義と同様である．鋼製橋脚について，水平力最大点

付近の変位であれば，局部座屈の影響が小さく，繰返し載荷の影響をほとんど受けずに安定した

非線形挙動が得られることから，水平力最大点に対応する変位が許容変位とされている．別途，

最大強度を発揮しているときの断面に生じるひずみ εaが式(1)の通り定義され，何れかの断面にて

εaが発生したときの上部構造慣性力作用位置の変位が許容変位になる． 

t
y

a R14020  …式(1) 

ここに，0.03≦Rt≦0.08，0.2≦λ≦0.4，0≦N/Ny≦0.2 
ここで，式(1)は，鋼製橋脚 (円形断面) として使用される板巻鋼管を対象としているが，小野

ら 10)は，鋼管杭として一般に使用されるスパイラル鋼管への適用可能であることを報告している．

鋼管杭に式(1)を適用する場合，適用条件の１つである細長比パラメータλ (つまり，有効座屈長

l) を決める必要がある．しかし，地盤に埋設される鋼管杭にオイラー座屈が生じることを想定す

る必要はないと考えられることから，この適用条件を考慮しないこととすれば，径厚比パラメー

タRtの適用条件から許容塑性率の範囲を算出でき，0.03≦Rt≦0.08より，許容ひずみ aの範囲は，

a =(8.8～15.8) yとなる．さらに，ケーソン基礎と同程度の安全係数α=1.8 を確保するとした場

合，許容塑性率は，次の通りとなる． 

2.9~3.5
8.1

)8.15~8.8(
11

y

yy

y

ya
a  

すなわち，力学的には許容塑性率は a=5 程度とすることが考えられる．一方，道路橋示方書で

は橋脚杭基礎の許容塑性率は a=4 と定めている． 

以上から，単列杭基礎の許容塑性率は，変形性能の評価が行い得ることから，単列杭基礎が降

伏あるいは終局に達したときの上部構造慣性力作用位置における水平変位 y， u から，ケーソン

基礎等で考慮されている工学的な意図を考慮して，安全係数 を 1.8 とした式(2)に従い算出し，

道路橋示方書の規定を踏まえ 4 を上限値とする．一方で，鋼管杭に関しては許容塑性率 aを式(2)

で算出するのではなく 4 とする． 

y

yu
a 1 ≦ 4 …式(2) 

 

(4) 橋台基礎の許容塑性率 

 橋台基礎については，橋台背面土の存在により常時偏土圧を受けるため，地震時に生じる橋台

基礎の応答変位は一方向に累積していく履歴特性となること，背面土の存在により補修が大規模
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になること，常時においても偏荷重を受けるため，軽微な損傷にとどめ基礎の剛性を低下させな

いようにする配慮が必要である．したがって，橋脚杭基礎の許容塑性率 4 より安全率を加味して

小さい値である塑性率 3 が制限値とされている． 

 

(5) 流動化が生じる基礎の許容塑性率 7) 

 地震時に地盤が液状化し，その結果，基礎に地盤流動力が作用する可能性がある場合に対する

設計では塑性率 2 を制限値とされている．群杭や中空断面を有する RC 橋脚の実験結果から考え

ると，基礎の損傷度は小さく，かつ最大強度点に達していない領域にあると考えられる．したが

って，流動力に対しては，じん性設計を意図したものではなく，一定時間作用し続ける流動力に

対して力で抵抗しようというものである． 

 

(6) ケーソン基礎および地中連続壁基礎の許容塑性率 

 中空断面橋脚の水平交番載荷実験が日本道路公団 (当時) で実施されている 11)．実験は，帯鉄

筋比ならびに横拘束鉄筋比を変化させた供試体を用いた載荷実験が行われ，中空断面 RC 部材に

おいても復旧仕様にある充実断面の応力度 ( ) －ひずみ ( ) 関係が適用可能であることが実験

により確認された． 

ケーソン基礎のような柱状の基礎の場合については，群杭と異なり，1 つの部材で構成される

ため変形性能の評価を単柱式の RC 橋脚と同様に行うことが可能と考えられる．ケーソン基礎や

地中連続壁基礎について水平交番載荷実験が行われた事例はないが，十分な横拘束筋が配置され

る場合には，中空断面を有する RC 橋脚に類似する非線形挙動を示すものと考えられる．その結

果に基づき，平成 8 年の道路橋示方書以降，脆性的な破壊を防ぐため，側壁に対し十分な横拘束

筋を配置することが規定された．そして，ケーソン基礎や地中連続壁基礎の許容塑性率は，次式

により求め，応答塑性率が許容塑性率を超えないことが照査される． 

y

yu
a

αδ

－δδ
μ 1  

 ここに， a：ケーソン基礎の許容塑性率， u：ケーソンが終局に達したときの上部構造慣性力

作用位置における水平変位 (mm)， y：基礎が系としての降伏に達したときの上部構造慣性力作

用位置における水平変位 (mm)， ：安全係数で 1.8 であり，RC 橋脚の照査において見込まれて

いる安全係数の 2 割増しである． 

 図-3.6は，水平力に対しじん性的な破壊をするRC部材断面の挙動をモデル化したものである．

一般に M 点が最大荷重点であり，断面圧縮縁においてコンクリートが終局ひずみに達するときで

ある．L 点が急激な荷重低下が生じ始め，復元力が失われる点，もしくは損傷が著しく経済性と

の観点から修復を行うことが困難な状態に達する点で，軸方向圧縮鉄筋位置のコンクリートが終

局ひずみに達するときとしている．図-3.7 にケーソン基礎の曲げモーメント (M)－曲率 ( ) 関係

を示す．U 点が終局時で，部材の圧縮縁においてコンクリートが終局ひずみに達するときである．

図-3.6 の最大強度点 M の定義であるが，部材の圧縮縁においてコンクリートのひずみが終局に達

する時点，つまり図-3.7 の終局時 U 点に相当し，この時点での水平荷重がケーソン基礎の最大荷

重に相当する．すなわち，ケーソン基礎において基礎の塑性化を許容する場合でも，目標とする

耐震性能レベルは群杭基礎と変わらない．ただし，ケーソン基礎は単独の部材で構成される基礎

であるため，載荷方向に複数の杭列で構成される群杭基礎の場合よりも，単独の部材で構成され

るものの方が構造系としてのリダンダンシー (冗長性) が相対的に低い．そこで，最大耐荷点 (終

局時) よりも安全余裕を与えて許容塑性率を与えている． 
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図-3.6 水平力を受ける鉄筋コンクリート柱状部材の非線形挙動の模式図 

 

図-3.7 ケーソン基礎の曲げモーメント－曲率関係 

 

(7) 低鉄筋比 RC 断面の実験結果 

 平成 8 年の道路橋示方書より前のケーソン基礎は，基礎本体を剛体として計算していた．この

ため，軸方向鉄筋量が非常に少ない場合が多く，軸方向の曲げを受けた場合に極めて脆性的な破

壊となる危険性がある．また，壁状構造物であるため，せん断耐力も不明確な点が多い．そこで，

鈴木らは既設ケーソン基礎の部分模型を作成し，曲げ変形性能とせん断耐力に関する正負交番水

平載荷試験を実施し，終局に至るまでの挙動とその解析的評価法について検討している 12)． 

 載荷試験は，図-3.8 に示す軸力が作用しない状態での大気中における水平載荷試験である．破

壊形態は，せん断スパン比（=H/D：載荷高/断面高）および軸方向鉄筋量を変化させ定義してい

る． 

以下に，試験結果を整理する． 

・終局曲げモーメント（Mu）がひび割れ曲げモーメント（Mc）より小さくなるような低鉄筋

RC 断面の場合，曲げひび割れ発生後のひび割れ分散がなく，通常の RC 部材と異なった挙動

を示していた． 

・せん断スパン比の小さい壁状断面であっても，コンクリートにせん断破壊が生じた以後も，

帯鉄筋がせん断力を負担していた． 

 

ただし，本実験は，ケーソン基礎の部分模型としてＩ断面壁状構造物の曲げ性能およびせん断

耐力について，載荷実験により終局に至る挙動と数値的解析を実施したものであり，既設ケーソ

ン基礎の耐震安全性については確認できていない． 
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以上から，各基礎形式の許容塑性率を表-3.9 に示す．しかし，橋台および斜面上の基礎は常時

偏土圧を受けるため，損傷度Ⅲおよび損傷度Ⅳに対する許容塑性率の上限値はそれぞれ 3，6 とす

る．また，流動化に対しては，前述したように流動力に対し，基礎のじん性能で抵抗することを

期待していないため，損傷度Ⅲおよび損傷度Ⅳに対する許容塑性率はそれぞれ 2，4 とする． 

 

表-3.9 各基礎形式の許容塑性率 

基礎形式 
基礎の耐震性能に応じた許容塑性率 

損傷度Ⅱ 損傷度Ⅲ 損傷度Ⅳ 

直接基礎 1 4 8 

フーチング 1 ――― ――― 

杭
基
礎 

鋼管杭 
H2 道示より前 1 2 4 

H2 道示 1 4 8 

場所打ち杭 

S46 より前 1 2 4 

S46 耐震指針 1 3 6 

S55 道示 1 4 8 

既製コンク

リート杭 

H8 道示より前 1 2 4 

H8 道示 1 4 8 

木杭 1 ――― ――― 

パイルベン

ト橋脚 

単列方向 (鋼管杭) 1 4 8 

単列方向 

 (鋼管杭以外) 
1 

41
y

yu
a

α･δ

－δδ
μ

(α=1.8) 

81
y

yu
a

α･δ

－δδ
μ

(α=1.0) 

複列方向 各杭種と同様 

ケーソン基礎および地中連続壁基礎 

(Mc＜My＜Mu) 
1 y

yu
a

α･δ

－δδ
μ 1  

(α=1.8) 

y

yu
a

α･δ

－δδ
μ 1  

(α=1.0) 

鋼管矢板基礎 鋼管杭基礎に準じる 

 

ここで，ケーソン基礎および地中連続壁基礎本体の曲げモーメント－曲率関係が Mc＞Mu とな

る低鉄筋比 RC 断面となる場合には，ひび割れ発生後の挙動を現行の設計法で予測することがで

きないこと，また，現行の設計法では低鉄筋比 RC 断面の場合，終局変位を過大に評価してしま

うとの報告 17)があり，表-3.9 の式を適用した場合には危険側の評価となるため，土木研究所で実

施した載荷実験結果をもとに損傷度Ⅳとする．また，直接基礎の底面地盤が液状化，または摩擦

杭で周辺地盤の大部分が液状化によって支持力を喪失する場合には，沈下および傾斜等が発生す

る恐れがある．2 章で述べたように許容塑性率で定義できないため，このような場合には直ちに

耐震性能に劣るものとして損傷度Ⅴと定義する．
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４．過去の被災事例と傾向分析から見た基礎補強の優先順位に関する考察 

 

 4.1 過去の被災事例 

過去の主な地震記録を表-4.1 に示す．この地震による道路橋の被害事例と各地震における被害

形態を次頁以降に整理する．大正 12 年の関東地震，昭和 23 年の福井地震 19)では，基礎の支持力

不足，それに伴う下部構造の移動，傾斜が原因と考えられる落橋が生じた事例があった．また，

昭和 39 年の新潟地震 20)では，パイルベント橋脚や支持力が不十分な杭基礎を有する橋梁におい

て，地震動による大きな振幅の発生，地盤の液状化，それに伴う流動化の発生により，落橋を伴

う大きな被害が生じた．したがって，基礎の支持力不足，橋脚形式，地盤条件は耐震性判定の重

要な要因である． 

これをきっかけとして昭和 46 年に，道路橋耐震設計指針 21)が発刊され，液状化に対する設計

法が整備されている．平成 7 年の兵庫県南部地震 22) 23) 24) 25)で著しい被害が生じたものの多くは，

主に橋脚や支承部の損傷によるものであった．基礎については地震時の安定性に影響のある沈下

や鉄筋の破断，コンクリートの圧壊やせん断破壊等の構造的な被害は生じなかった．水際線等で

液状化に伴う地盤流動が生じた箇所で残留変位を生じた基礎があるが，損傷は曲げひび割れ程度

で，これが主要因となり落橋を生じたものはない． 

 平成 16 年の新潟県中越地震 26)，平成 20 年の岩手・宮城内陸地震 27)では，斜面崩壊や地すべり

など地盤の変状に伴う下部工の変形による損傷が報告されている． 

  

表-4.1 過去の主な地震記録 

 地震発生 震源地 震源の深さ 地震の規模 

福井地震 S23.6.28 福井県坂井郡東南部 不明 M=7.3 

新潟地震 S39.6.16 新潟県北部西方沖(粟島南方) 約 40km M=7.7 

宮城県沖地震 S53.6.12 宮城県金華山東方沖 60km 不明 M=7.4 

日本海中部地震 S58.5.26 秋田県沖 80km 約 14km M=7.7 

兵庫県南部地震 H7.1.17 淡路島北端 約 14km M=7.3 

新潟県中越地震 H16.10.23 新潟県中越地方 約 13km M=6.8 

新潟県中越沖地震 H19.7.16 新潟県上中越沖 約 17km M=6.8 

岩手・宮城内陸地震 H20.6.14 岩手県内陸南部 約 8km M=7.2 
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(1) 福井地震 

福井地震に関する災害調査結果は土木研究所報告第 78 号にとりまとめられている 19)．被害を

受けた事例は，そのほとんどが基礎を含めた下部工としての強度不足が原因と考えられるもので

あり，このうち，落橋に至ったものが 4 橋ある．下部工の沈下，傾斜が生じた例では，躯体のひ

び割れを伴うものが多い．また，神保橋については，その周辺地盤の液状化の発生が報告されて

いる． 

 なお，高木橋で見られた背面盛土の沈下は，後述する昭和 58 年の日本海中部地震において多

く見られるものと同様のパターンである． 

 主な事例の被害形態とその要因を表-4.2 に示すとともに，被害形態の模式図を図-4.1 に示す．

また，代表例における被害写真を写真-4.1～写真-4.5 に示す． 

 

表-4.2 道路橋の被害事例（昭和 23 年 福井地震） 

橋名 竣工年 下部工形式 
液状化 

の有無 
被害形態 要因 

高木橋 昭和 9 年 扶壁橋台  橋台傾斜 取付盛土の強度不足(崩壊) 

中角橋 昭和 6-7 年 2柱式RCラーメン

橋脚， 

ケーソン，杭基礎 

有 落橋 下部工の倒壊,傾斜による 

＝下部工としての強度不足 

長屋橋  RC ラーメン橋脚 

 

有 落橋 下部工の沈下に伴い桁が落下 

＝基礎の鉛直支持力不足 

神保橋  2柱式RCラーメン

橋脚，壁式橋脚 

ケーソン，杭基礎 

有 橋脚の沈下，傾斜 下部工の倒壊,傾斜による 

＝下部工としての強度不足 

塩屋大橋  3柱式RCラーメン

橋脚 

 橋脚の沈下,傾斜 下部工としての強度不足 

板垣橋 昭和 8 年 井筒基礎 RC 造  落橋 橋脚の傾斜＝下部工としての強度不足 

辨天橋  4柱式RCラーメン

橋脚 

 落橋 橋脚の傾斜＝下部工としての強度不足 

 

落橋 中角橋

神保橋，塩屋大橋など

落橋 長屋橋，板垣橋，辨天橋

高木橋

基礎を含めた下部工としての強度不足

下部工倒壊

沈下，傾斜

背面盛土の沈下

橋台の傾斜

 

図-4.1 福井地震における被害形態 
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写真-4.3 塩屋大橋（橋脚の沈下，傾斜）19) 

 

 

 

写真-4.4 板垣橋（落橋）19) 

 

 

写真-4.5 辨天橋（落橋）19) 
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(2) 新潟地震 

 新潟地震に関する災害調査結果は土木研究所報告第 125 号にとりまとめられている 20)．この地

震による被害は，信濃川の河口周辺一帯に堆積する軟弱な砂層において発生した大規模な液状化

に伴い，橋梁の被害が発生した．特に信濃川の河口近くに位置する昭和大橋，八千代橋，万代橋

は，地盤の流動化もしくは地盤全体が河川中心方向へ押し出された．昭和大橋では下部工の傾斜

により 12 径間中 5 径間が落橋し，八千代橋でも下部工が折損して落橋寸前の状態となった．これ

に対して，万代橋は前述の 2 橋と同様な地盤条件であったにもかかわらず，橋梁形式が剛なコン

クリート固定アーチであったため，大きな被害を受けず，地震直後の復旧活動に貢献した．また，

地盤の液状化の他に，構造物の地震応答性状も今回の被害に大きな影響を与えたものと考察され

ている．この地震で，構造物の固有周期がＴ=1.5～6.0sec の間にある場合に応答増幅させること

がその後の解析より明らかとなり，長周期構造物の昭和大橋において被害が大きくなった原因と

している． 

 この地震により落橋した昭和大橋，東跨線橋，(新) 松浜橋の 3 橋は，いずれも単純支持形式の

桁が可動端から抜け落ちたものであり，このうち (新) 松浜橋は，近くに位置する同規模同形式の

泰平橋の被害と対比される．両橋ともに 14 径間の単純鋼ワーレントラスでケーソン基礎を有する

ものであるが，地震当時，(新) 松浜橋は架設中であり，落橋した径間付近は床版が打設されてい

ない状態であり，死荷重としては泰平橋よりも小さかったにもかかわらず落橋したものである．

一方，泰平橋では橋脚がわずかに傾斜した程度である．これは (新) 松浜橋の方が液状化層が厚い

ため，泰平橋に比べると非液状化層への根入れが十分でなかったことが，落橋の原因と考えられ

ている．ちなみに，ボーリングデータから判断すると，泰平橋の支持層への根入れは 10m 以上あ

るのに対し，(新) 松浜橋では 2～3m 程度である．なお，(新) 松浜橋においては，右岸側の方が

液状化層が厚いため，右岸側橋台の剛なオープンケーソン基礎が河川中心方向に押し出されてい

るのに対し，左岸側橋台は，簡単な木杭基礎にもかかわらず被害が生じていない．これらは，い

ずれも液状化に関連する地盤条件の違いがいかに大きいかを示している事例と言える． 

 これらの他に，小須戸橋において基礎の支持力不足による橋脚の沈下が，また，宮古橋におい

て RC ラーメン橋脚の亀裂などの被害が発生している． 

主な事例の被害形態とその要因を表-4.3 に示すとともに，被害形態の模式図を図-4.3 に示す．

また，代表例における被害写真を写真-4.6～写真-4.10 に示す． 
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表-4.3 道路橋の被害事例（昭和 39 年 新潟地震） 

橋名 竣工年 下部工形式 
液状化 

の有無 
被害形態 要因 

昭和大橋 昭和 39 年 パイルベント～杭

基礎 

有 落橋 

橋脚の沈下･傾斜･埋没 

下部工としての強度不足 

東跨線橋 昭和 38 年 壁式または RC ラ

ーメン橋脚, 木杭 

有 落橋,橋脚の沈下 橋脚の沈下 

＝基礎の鉛直支持力不足 

八千代橋 昭和 37 年 壁式橋脚 

RC 杭 

有 橋脚折損,沈下,橋台傾斜 地盤の押し出しにより，橋脚が桁につか

える形で押し戻され，躯体が折損する 

万代橋 昭和 4 年 壁式橋脚 

ケーソン基礎 

有 コンクリートアーチのひ

び割れ,橋脚沈下 

地盤の押し出しによるアーチ内の応力増

加(基礎は剛なケーソンのため被害軽微)

(新)松浜橋 架設中 壁式橋脚 

ケーソン基礎,  

木杭 

有 落橋 支持層への根入れ不足 

小須戸橋 昭和 38 年 壁式橋脚 

ケーソン基礎 

有 橋脚沈下 基礎の支持力不足 

 

落橋 昭和大橋

(単列パイルベント)

小須戸橋

落橋 東跨線橋

(新)松浜橋

(架設中)

八千代橋

万代橋

(コンクリートアーチ)

宮古橋

基礎を含めた下部工としての強度不足

上部工亀裂

橋梁全体系としての弱点部における被害

ＲＣラーメン橋脚の亀裂

基礎の支持力不足

下部工沈下

下部工の沈下，傾斜(埋没)

背面盛土地盤の押し出し

下部工と桁の衝突 下部工折損

図-4.3 新潟地震における被害形態 
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跨線部の可動橋脚（P9 橋脚） 

写真-4.7 東跨線橋（落橋，橋脚沈下）20) 
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写真-4.8 八千代橋（左岸側 取付橋梁の下部工傾斜）20) 

 

 地盤の流動化によって，河川中心方向に基礎が移動し上部構造が橋脚または橋台と衝突し，躯

体が損傷した事例である．このように，流動化によって基礎本体が移動し，基礎に残留変位が生

じるような場合には，橋脚躯体が折損する等により，上部構造を支持できなくなる恐れがある．

したがって，流動化が生じるような地形条件の場合，基礎形式にも拠るが橋梁への被害が大きく

なると考えられ，補強優先度が特に高いといえる． 

 

  
写真-4.9 (新) 松浜橋（落橋）20)       写真-4.10 小須戸橋（橋脚の沈下）20)  
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(3) 宮城県沖地震 

 宮城県沖地震に関する災害調査結果は土木研究所報告第 159 号にとりまとめられている 29)．こ

のころの被害事例においては，関東地震などの古い被害事例のような橋梁そのものの強度不足に

よるものは少なく，代わって橋梁全体系として見た場合の弱点部である支承部，RC 橋脚段落し部，

RC ラーメン橋脚等に被害が生じている．これは，関東地震以降の被害の教訓から，徐々に耐震設

計法が整備されてきた結果，橋脚躯体などの主要な部分の耐震性が向上したためと考えられる． 

 この地震によって被害を受けた阿武隈橋と閖上大橋の例では，周辺地盤の液状化の発生が報告

されており，特に周辺に噴砂がみられた下部工で被害が大きくなっていることから，液状化によ

る周辺地盤の強度低下の影響が考えられる．なお，落橋した錦桜橋は，約 4 ヵ月前の地震による

被害の復旧工事中に再び地震を受けたものであり，支承部分が本来の機能を発揮しなかったため

に落橋したものとされている． 

主な事例の被害形態とその要因を表-4.5 に示すとともに，被害形態の模式図を図-4.6 に示す．

また，代表例における被害写真を写真-4.11～写真-4.13 に示す． 

 

表-4.5 道路橋の被害事例（昭和 53 年 宮城県沖地震） 

橋名 竣工年 下部工形式 
液状化 

の有無 
被害形態 要因 

阿武隈橋 昭和 7 年 RC ラーメン橋脚 

ケーソン基礎, 木杭 

有 橋脚躯体の亀裂,損傷 RC ラーメン橋脚の弱点 

閖上大橋 昭和 47 年 逆 T 式橋台, 鋼管杭

柱式橋脚, ケーソン 

有 橋脚躯体の亀裂,損傷 

支承部の破壊 

橋梁全体系としての弱点 

木間塚橋 昭和 6 年 橋脚 井筒基礎 

橋台 直接基礎 

有 支承部の破壊 橋梁全体系としての弱点 

錦桜橋 昭和 31 年 扶壁式橋台,鋼管杭 

半重力式橋脚,ケーソ

ン基礎 

無 落橋(ゲルバー吊桁) 復旧中に再度被災 

静内橋 架設中   橋脚大破 橋脚の段落し部での損傷 

 

木間塚橋，他多数

静内橋

阿武隈橋，閑上大橋等

橋梁全体系としての弱点部における被害

支承部損傷

ＲＣ橋脚段落とし部の損傷（橋脚大破）

下部工躯体の亀裂，損傷慣性力の増大

図-4.6 宮城県沖地震における被害形態
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写真-4.11 阿武隈橋（橋脚躯体の亀裂，損傷）29) 

 

 
写真-4.12 閖上大橋（橋脚躯体の亀裂，損傷）29) 

 

   

写真-4.13 錦桜橋（ゲルバー吊桁の落橋）29) 
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(4) 日本海中部地震 

 日本海中部地震に関する災害調査結果は土木研究所報告第 165 号にとりまとめられている 30)． 

主に八郎潟とその周辺の軟弱な砂層上の橋において，液状化により取付盛土の沈下，もしくは橋

脚の沈下が発生した事例が多い．このうち五明光橋においては，取付盛土が大規模に崩壊したも

のの，橋梁本体の被害は軽微であった．これは，橋台と盛土の間が擁壁で仕切られた構造になっ

ていることに加え，盛土が路線の直角方向に法面となっており，盛土の変状が路線直角方向に向

かって生じたため，橋本体への影響が小さかったものと考えられる．なお，取付盛土が路線の直

角方向に対しても擁壁で押さえられている場合には，路線方向に押し出し，すなわち橋本体への

影響も十分に考えられるところである．また，十三湖大橋の例では，橋台裏込め土が約 1m 沈下

したが，踏掛版を用いていたために，地震直後の通行機能に大きな支障がなかったことが報告さ

れている． 

主な事例の被害形態とその要因を表-4.6 に示すとともに，被害形態の模式図を図-4.7 に示す．

また，代表例における被害写真を写真-4.14～写真-4.15 に示す． 

 

表-4.6 道路橋の被害事例（昭和 58 年 日本海中部地震） 

橋名 竣工年 下部工形式 
液状化 

の有無 
被害形態 要因 

五明光橋 昭和 32 年 パイルベント～PC 杭 有 取付盛土の沈下 八郎潟周辺の軟弱地盤の液状化 

十三湖大橋 昭和 54 年 壁式橋脚， 

ケーソン基礎 

有 取付盛土の沈下 八郎潟周辺の軟弱地盤の液状化 

男鹿大橋 昭和 49 年 壁式橋脚， 

ケーソン基礎 

有 橋脚移動, 沈下 八郎潟周辺の軟弱地盤の液状化 

 

(主に八郎潟周辺)

五明光橋，十三湖大橋等

男鹿大橋等

取付盛土の沈下

下部工沈下

液状化地盤上の被害

図-4.7 日本海中部地震における被害形態  
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写真-4.15 十三湖大橋（A1 橋台背面；液状化による橋台裏込め土の沈下）30) 
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(5) 兵庫県南部地震 

 兵庫県南部地震に関する災害調査結果は土木研究所報告第 196 号にとりまとめられている 22)．

昭和 39 年の新潟地震以後，各地に設置された強震計の記録から，これまでの道路橋の耐震設計で

考慮されてきた地震力を大幅に上回る地震動が観測され，さらに上下方向にも極めて大きな地震

動が生じた．地震による道路橋の被害は， RC 橋脚の軸方向鉄筋の段落し部で曲げ損傷からせん

断破壊に移行する被害や，矩形断面鋼製橋脚柱のウエブおよびフランジの局部座屈が角溶接部の

破断に発展し，この被害により上部構造の沈下を引き起こした．上部構造の被害では，主に支承

や桁連結装置の破壊に伴って生じており，取付部が被害を受けていた．基礎については，地震時

の安定性に影響のある沈下や鉄筋の破断，コンクリートの圧壊やせん断破壊等の構造的な被害は

生じなかった．水際線等で液状化に伴う地盤流動が生じた箇所で残留変位を生じた基礎があるが，

損傷は曲げひび割れ程度で，これが主要因となり落橋を生じたものはない．また，地盤流動が同

じ程度であっても，ケーソン基礎や地中連続壁基礎のように水平剛性の高い基礎では残留変位が

小さかった． 

 主な事例の被害形態とその要因を表-4.7 に示すとともに，被害形態の模式図を図-4.8 に示す．

また，代表例における被害写真を写真-4.16～写真-4.17 に示す． 

 

表-4.7 道路橋の被害事例（平成 7 年 兵庫県南部地震） 

橋名 

(架橋位置) 
竣工年 下部工形式 

液状化 

の有無 
被害形態 要因 

門戸高架橋 昭和 42 年 3 柱式 RC ラーメン橋脚，

杭基礎 

無 落橋 斜橋による回転 

岩屋高架橋 昭和 47 年 鋼製橋脚，杭基礎 無 上部構造の沈下 鋼製橋脚の座屈 

浜手バイパス 昭和 61 年 鋼製 2 層ラーメン橋脚， 

杭基礎 

無 上部構造の移動 支承破壊，鋼製ラーメン橋脚の座

屈 

大西高架橋  壁式橋脚 無 上部構造の沈下 橋脚鉄筋段落し部でのせん断破壊 

守部高架橋  壁式橋脚，場所打ち杭 無 上部構造の沈下 橋脚鉄筋段落し部でのせん断破壊 

武庫川橋  小判型 RC 橋脚， 

ケーソン 

無 ジョイント部に段

差 

支承破壊 

瓦木西高架橋  ロッキングカラム橋脚， 

場所打ち杭 

無 落橋 斜橋による回転 

宝塚高架橋  3 柱式 RC 橋脚 無 上部構造の沈下 橋脚せん断破壊 

阪高 3 号神戸線 

(西宮市甲子園

高潮町) 

昭和 54 年 単柱式円形 RC 橋脚， 

場所打ち杭 

無 落橋 橋脚鉄筋段落し部でのせん断破壊 

阪高 3 号神戸線 

(西宮市浜脇町) 

昭和 44 年 PC 張出し式 RC 橋脚， 

場所打ち杭 

無 落橋 支承破壊 

端部の橋脚曲げ破壊，曲げせん断

破壊 

阪高 3 号神戸線 

(西宮市市庭) 

昭和 44 年 特殊形式のラーメン橋脚 無 上部構造の沈下 鋼製橋脚の座屈 

阪高 3 号神戸線 

(神戸市東灘区) 

昭和 44 年 ピルツ構造， 

場所打ち杭 

無 橋脚の倒壊 橋脚鉄筋段落し部でのせん断破壊 
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表-4.7 道路橋の被害事例（平成 7 年 兵庫県南部地震）（続き） 

橋名 

(架橋位置) 
竣工年 下部工形式 

液状化 

の有無 
被害形態 要因 

阪高 3 号神戸線 

(神戸市中央区) 

昭和 40 年 単柱式 RC 橋脚 無 上部構造の沈下 橋脚鉄筋段落し部でのせん断破

壊，橋脚天端での圧壊 

阪高 3 号神戸線 

(湊川ランプ) 

昭和 42 年 鋼製角柱，RC 円形，RC 円

錐形，RC 壁式，RC ラーメ

ン橋脚， 

杭基礎，直接基礎 

無 桁端部の落橋 曲率による回転 

RC 円錐形橋脚の段落とし部損傷 

阪高 3 号神戸線 

(神戸市灘区) 

昭和 44 年 矩形 RC 橋脚 無 上部構造の沈下 橋脚せん断破壊 

阪高 3 号神戸線 

(西宮市今津二

葉町) 

昭和 44 年 鋼製ラーメン橋脚， 

杭基礎 

無  鋼製橋脚の座屈 

阪高 3 号神戸線 

(JR 和田岬線跨

線橋) 

昭和 42 年 鋼製橋脚， 

直接基礎，ケーソン基礎 

無  鋼製橋脚の座屈 

阪高 5 号湾岸線

(西宮港大橋) 

平成 5 年 鋼製ラーメン橋脚， 

ケーソン基礎 

有 

(流動化)

落橋 液状化に伴う地盤流動 

支承破壊および桁連結装置破断 

阪高 5 号湾岸線

(新夙川橋)  

平成 5 年 2 柱式 RC ラーメン橋脚，

2 脚式オープンケーソン 

4 柱式鋼製ラーメン橋脚，

場所打ち杭 

鋼製ラーメン橋脚以外は，

昭和 55 年の道路橋示方書

有 

(流動化)

ジョイント部に段

差 

橋脚の移動 

液状化に伴う地盤流動 

支承破壊 

 

阪高 5 号湾岸線

(新芦屋川橋) 

 鋼製 2 層ラーメン橋脚 

橋脚は平成 2 年，基礎は昭

和 55 年の道路橋示方書 

有 上部構造の沈下 鋼製橋脚のせん断座屈 

阪高 5 号湾岸線

(東神戸大橋) 

平成 4 年 鋼ラーメンタイプ， 

ニューマチックケーソン 

 ジョイント部に段

差 

斜張橋端部のペンデル支承破壊 

阪高 5 号湾岸線

(六甲アイラン

ド橋) 

平成 4 年 鋼製ラーメン橋脚， 

ケーソン基礎 

 ジョイント部に段

差 

ローゼ橋支承破壊 
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落橋 阪高3号神戸線

(西宮市浜脇町P41-43)

武庫川橋，他多数

大西高架橋，守部高架橋

宝塚高架橋，他多数

倒壊 阪高3号神戸線(ピルツ橋)等

岩屋高架橋，浜手ＢＰ

他多数

落橋 西宮港大橋

新夙川橋

落橋 門戸高架橋，瓦木西高架橋

橋梁全体系としての弱点部における被害

支承部損傷

ＲＣ橋脚段落とし部の損傷

液状化地盤上の被害

上部構造の回転

上部構造の幾何学的条件

支承部損傷

鋼製橋脚の座屈

ＲＣ橋脚段落とし部の損傷

下部工移動

下部工移動

 
 

図-4.8 兵庫県南部地震における被害形態 

 

兵庫県南部地震により被災した基礎の被災度調査結果 25)を表-4.8 および図-4.9 に整理する．ま

た，各路線の被災調査結果一覧と調査位置図を表-4.9 および図-4.10 に示す．表-4.9，図-4.10 よ

り液状化の発生が確認された阪神高速道路 5 号湾岸線等は，10～20m の埋立盛土とその下の沖積

層および洪積層からなる埋立地に建設された路線である．基礎の被害は被災度 B 以上が存在し損

傷度が大きく，その中で特に被害の大きかったものは，既製コンクリート杭基礎や直接基礎に集

中していた．既製コンクリート杭基礎の破壊の多くは建築基礎で多く見られ，その破壊形態はせ

ん断破壊であった 16) 25)．また，被災度の大きかった直接基礎をみると，沿岸部の旧護岸捨石マウ

ンド上に地盤改良または置換コンクリートした上に直接基礎を設置したものであった．これらは，

液状化により不同沈下・基礎の傾斜が生じたものであった． 

阪神高速道路 3 号神戸線の直接基礎 12 基について，掘削による詳細調査が行われたが，いずれ

もひび割れなどの損傷は認められていない．また，この他に傾斜が認められた橋脚についてフー

チングを削孔し，ファイバースコープにより下面の空隙を調査したが，空隙は認められず直接基

礎は健全と判断されている 25)．名神高速道路および中国自動車道の直接基礎フーチングの調査が

行われたが，調査した全ての基礎に損傷は確認されていない 25)． 

そして，浜手バイパスや岩屋高架橋の杭基礎フーチングに対し，フーチング上面まで掘削し目

視観察によりフーチングの亀裂の有無を調査したが，亀裂はなく健全であることが確認されてい

る 25)． 
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表-4.9 兵庫県南部地震における基礎の被災調査結果一覧 

A B C D 計

場所打ち 855 19 103 122 BHTV※2

PC等 74 48 48 SIT※3

133 12 12 目視
44 6 6 BHTV

場所打ち 17 57 79 153 Bは護岸近傍
0 他が不明

52 1 7 8
13 1 4 5 曲げひび割れ一部

杭基礎 場所打ち 532 42 42 主に場所打ち杭
152 11 11

杭基礎 場所打ち 61 10 10 20 半数程度に小さな曲げ亀裂
15 5 5

R43岩屋高架

橋
杭基礎 場所打ち 42 14 14 1/3程度を調査⇒42/3=14

場所打ち 163 25 25 杭頭から2D範囲・段落とし部に亀裂

鋼管 90 0 無被害（調査数量不明）
9 9 9 60cm沈下・1.8°傾斜、30cm沈下・0.23°傾斜

ニューマチック 14 0
RC井筒 9 1 1 亀裂なし

30 0

杭基礎 鋼管 2 0

ケーソン基礎 ニューマチック 2 1 1 海側へ0.5°・0.9°傾斜．可動支承が損傷．

鋼管 1 1 1

場所打ち 1 1 1 フーチング下空隙（15～30cm)

ケーソン基礎 ニューマチック 2 1 1 傾斜ほぼなし

杭基礎 鋼管 4 4 4 無被害（3基は想定)
5 5 5 無被害

RC・PC 2 2 2 想定(隣接の擁壁基礎が破壊)

鋼管 2 0
2 2 2 底版上面より70cmの位置で貫通ひび割れ

杭基礎 H型鋼 2 0

2 0 被害は未確認なるも、周囲に鋼管矢板基礎+

地盤改良を実施

高羽大橋(神
戸市) 杭基礎 PC 3 3 3

水平変位15cm(A1,A2)・40cm(A3)，鉛直変

位25cm(A1)・5cm(A2)．コンクリート剥落もあ

り．再使用不可能．
場所打ち 2 2 2 杭頭部と段落とし部に亀裂

鋼管 138 1 1 浮上りあり．杭体は無被害（調査数量不明）
1 1 1 32.5cm沈下

ケーソン基礎 PC井筒 2 PI地区にあるのかどうか不明

杭基礎 鋼管 2 0

ケーソン基礎 ニューマチック 2 1 1 海側へ0.39°，0.45°傾斜，亀裂なし

ポートライ
ナー(新港第4

突堤)
16 16 16

2°，3.8°傾斜，80cm・30cm沈下．杭基礎を

新設．数量は文脈より．

杭基礎 場所打ち 28 28 28 亀裂（杭長短く，段落しなし)

18 13 13
2°，3.8°傾斜，80cm・30cm沈下．杭基礎を

新設．
ケーソン基礎 PC井筒 3 1 1 亀裂(調査数量不明)

2 2 2 0.28°の傾斜（想定）

杭基礎 鋼管 53 0 10基は0.32°傾斜，残りはなし

ケーソン RC 4 4 4 1.5m沈下，90cm水平変位，1.3°傾斜

〃東部第2地

区
ケーソン RC 12 5 5

場所打ち 11 6 5 11 魚崎～南魚崎間が被害

深礎 25 6 6 JR沿線が被害
28 0 被害なし

ケーソン基礎 RC 3 0
2 0

JR新幹線 杭基礎 場所打ち 0 被害なし
JR在来線 被害なし

阪急電鉄・西
宮高架橋

杭基礎 場所打ち 11 11 杭頭部に亀裂(引抜き力の結果と考察)

2,950 48 105 87 363 603計

280

ケーソン基礎

ポートライ
ナー(ポートピ

ア大橋)

直接基礎

杭基礎

直接基礎

ケーソン基礎

ポートライ
ナー(市街地

区間)

鋼管矢板基礎

ケーソン基礎(+鋼管杭)

基礎の被害に関する記事

直接基礎

ケーソン基礎

ケーソン基礎

地中連続壁基礎

鋼管矢板基礎

〃神戸大橋

〃第2摩耶大

橋

鋼管矢板基礎

直接基礎

鋼管矢板基礎

〃住吉～魚
崎

杭基礎

調査数量(基)と被災度区分※1

細目 数量

杭基礎

杭基礎

杭基礎

阪神高速道
路3号神戸線

阪神高速道
路5号湾岸線

ハーバーハイ
ウェイ(高架部)

基礎形式路線・施設名

R2浜手バイ

パス

名神・中国

ケーソン基礎

直接基礎

直接基礎

西宮大橋

深江大橋(神
戸市)

東魚崎大橋
(神戸市)

ポートライ
ナー(PI地区)

直接基礎

直接基礎

杭基礎

杭基礎

六甲ライナー
（六甲アイラン
ド)
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※1 杭基礎の被災度区分 

被災度
A
B
C
D

定 義

基礎の沈下と同時に大きな残留水平変位が見られるもの

基礎に大きな残留水平変位、杭体に曲げ亀裂が見られるもの

杭体に小さな曲げ亀裂が見られるもの

杭体に損傷がないか，曲げ亀裂があっても軽微なもの  

 

※2 BHTV：コアボーリングによって削孔された壁面をボアホールテレビシステムによって観

察する方法 (Bore-Hole TV-camera) 

※3 SIT   ：衝撃波動法 (Sonic Integrity Test) と呼ばれる非破壊検査である．杭頭部に機械

的衝撃を与え断面変化部での反射波を時刻歴でとらえ，その波形解析により損傷

箇所を調査する方法 

 

 

図-4.10 調査位置図 25) 
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写真-4.16 は，兵庫県南部地震で倒壊した阪神高速 3 号神戸線（P126～P142）である．右の写

真はこのうち最も橋脚の被害が大きかった P126 橋脚の場所打ち杭の状態である．杭の損傷状況

は，ボアホールカメラおよび目視観察により行っており，杭頭付近に幅 2mm 程度のひび割れが

発生した程度で，コンクリートの圧壊や鉄筋のはらみ出しは生じておらず，被災度 C と判定され

ている．さらに，杭の損傷による杭基礎全体への影響を確認するため，杭の載荷試験（杭体曲げ

試験，鉛直載荷試験，水平載荷試験）を行っている．そして，試験結果をもとに荷重漸増解析を

行い，杭基礎全体で見たときには水平変位の増加はあるものの，杭の損傷による耐力低下がほと

んどないことが確認されている 22) 24)． 

以上から液状化が発生しない，構造細目により一定量の横拘束鉄筋が配置されていれば基礎に

大きな被害が生じない可能性が高いことがわかった事例である． 

 

     
     橋脚倒壊（ピルツ区間）         場所打ち杭の状態：軽微な曲げ亀裂 

写真-4.16 阪神高速 3 号神戸線 22) 24) 

 

 周辺の埋立地では液状化が生じており，護岸が海側へ大きく移動するとともに沈下が見られて

いた．写真-4.17 は，陸上部にある橋脚周辺の地盤の移動により，橋脚が約 1ｍ航路側へ移動した

様子である．このように，流動化が生じるような地形では基礎本体に残留変位がみられ，本橋で

は落橋は免れたものの，流動化地盤上にある杭基礎は，補強優先度が特に高いといえる． 

 

 
写真-4.17 阪神高速 5 号湾岸線 新夙川橋 

（流動化による下部工移動）45) 

 

 図-4.11 は，護岸線に垂直な方向の地盤の残留水平変位と護岸からの距離を示したものである．

護岸からの距離の増加にしたがい，地盤の残留変位は減少し，100～200m 程度で地盤の水平移動

の影響はほとんどなくなることを示している． 
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     a) 深江浜           b) ポートアイランﾄﾞ 

図-4.11 平成 7 年兵庫県南部地震 護岸からの距離と地盤の残留変位 22) 24) 

 

表-4.10，表-4.11 に兵庫県南部地震で得られた知見をもとに新たに規定された流動化が生じる

と判定された地盤が存在する場合の照査方法と現在の対策状況について整理している． 

 

表-4.10 流動化に対する照査法 

対象地盤 
(両者に該当) 

水際線（背後地盤と前面の水底との高低差が 5m 以上ある護岸）から 100m 以

内 

層厚 5m 以上の液状化砂質土層が水際線まで連続 

設計上の扱い 
橋脚基礎を対象に，流動力を作用させる．ただし，慣性力と同時に作用させな

い． 

 

表-4.11 流動化に対する現在の対策状況 

首都高速道路 
流動化対策（流動化の可能性のある地盤に設置された基礎の近傍に鋼管矢板壁

を設置，平成 11 年度に完了） 

直轄国道 
流動化の影響を受ける可能性のある連続桁には，落橋防止システムを設置 
（3 箇年プログラム） 

 

図-4.12 に示すように帯鉄筋が不足する箇所においては，液状化により地盤抵抗を喪失したこと

によって，水平力が卓越し部材のせん断破壊が発生した事例がある．このような基礎は液状化が

発生すると杭周辺地盤の地盤抵抗を失うためせん断破壊をおこし，上部構造からの鉛直力を支持

できなことが想定される．以上から，横拘束鉄筋の少ない既製コンクリート杭基礎は補強優先度

が高いといえる． 
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PC 杭に残留変位 150～400mm           PC 杭のせん断破壊 

（平成 7 年兵庫県南部地震 高羽大橋 25)）  （平成 7 年兵庫県南部地震 東灘下水処理施設） 

 

図-4.12 液状化による地盤の水平抵抗喪失 
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(6) 新潟県中越地震 

新潟県中越地震に関する災害調査結果は土木研究所報告第 203 号にとりまとめられている 26)．

この地震は，我が国でも有数の地すべり多発地帯を震源域とするものであり，多数の斜面崩壊や

地すべりが発生している．この地震による道路橋の被害は，RC 橋脚の軸方向鉄筋の段落し部や支

承部の損傷，桁端部の衝突およびそれに伴う橋台の損傷，橋台背面土の沈下に伴う路面段差等が

生じたが，ほとんどの被災事例は従来の地震における損傷形態と同様のものであった．新組跨線

橋，小千谷大橋および山辺橋では，損傷の程度が相対的に大きかったが，応急復旧により交通を

確保できる程度のものであった． 

 このうち，基礎に被害のあったのは山辺橋で，ローゼ桁の固定側の壁式橋脚において，かぶり

コンクリートの剥落，軸方向鉄筋のはらみ出し，帯鉄筋の重ね継手のはずれが生じた．また，フ

ーチング下面の深礎杭の頭部が露出している橋台，橋脚が確認された． 

 主な事例の被害形態とその要因を表-4.12 に，被害形態の模式図を図-4.13 に示す．また，代表

例における被害写真を写真-4.19 に示す． 

 

表-4.12 道路橋の被害事例（平成 16 年 新潟県中越地震） 

橋名 竣工年 下部工形式 
液状化 

の有無 
被害形態 要因 

山辺橋 昭和 62 年 RC 橋脚，RC ラ

ーメン橋脚 

深礎杭 

 取付盛土の沈下 周辺斜面の移動 

橋脚の損傷，支承破壊 

 

山辺橋

地すべり地帯での被害

下部工移動
 

図-4.13 新潟県中越地震における被害形態 
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(7) 新潟県中越沖地震 

新潟県中越沖地震に関する災害調査結果は土木研究所資料第 4086 号にとりまとめられている

32)．この地震による被害は，支承部の損傷，上部構造の二次部材の変形・破断，地盤変状の伴う

橋台の変位，桁端部の接触により橋台パラペットの損傷，橋台背面土の沈下等，従来から比較的

多く見られる損傷と同様であった．なお，橋梁本体の損傷により構造安定性に著しい影響のある

ような損傷は見られなかった． 

橋台・カルバート背面土の沈下・段差が相対的に多く見られた．段差が生じた箇所では，地震

直後の交通に影響を及ぼした箇所もあったが，地震発生 3 日後の調査時にはアスファルト敷設等

により応急復旧が早期に完了していた． 

橋梁の安定に影響を及ぼすほどではないが，橋台背面地盤の変位変状に伴い，橋台に残留変形

が生じた橋が見られた．豊田橋，なごみ橋等のゴム支承が用いられた橋梁ではゴム支承にも残留

変形が生じた．このうち，豊田橋は橋台の変形量が大きかったため，杭頭から 10m の範囲でボア

ホールカメラによる杭体内部の調査が行われた．調査の結果，杭頭部に 1.0～2.5mm のひび割れ

が多数見られ，被災度 C と判定されたものは，ひび割れ注入工が行われている．一方，被災度 B

と判定されたものについては，ひび割れ注入工と増し杭による復旧工事がなされている．復旧工

事は，当該橋が国道 8 号線であり代替道路も被災していたため，4 車線のうち 2 車線を供用する

中で行われた． 

 主な事例の被害形態とその要因を表-4.13 に示すとともに，被害形態の模式図を図-4.14 に示す．

また，代表例における被害写真を写真-4.20～写真-4.21 に示す． 

 

表-4.13 道路橋の被害事例（平成 19 年 新潟県中越沖地震） 

橋名 竣工年 下部工形式 
液状化

の有無
被害形態 要因 

豊田橋 平成 16 年 RC 橋脚， 

場所打ち杭 

 橋台取付部に段差 周辺地盤の変位，変状による橋台の移動 

(橋台の残留変形) 

支承および伸縮装置の損傷 

なごみ橋 平成 17 年 RC 橋脚， 

杭基礎(摩擦杭) 

 橋台取付部に段差 周辺地盤の変位，変状による橋台の移動 

(橋台の残留変形) 

支承および伸縮装置の損傷 

対傾構の座屈，床版下面コンクリートの剥離

豊田橋，なごみ橋

上原一の橋，上原二の橋

比角跨線橋，荒谷高架橋，

他多数

取付盛土の沈下

地盤変状による被害

下部工移動 支承部損傷

 
図-4.14 新潟県中越沖地震における被害形態 
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(8) 岩手・宮城内陸地震 

岩手・宮城内陸地震に関する災害調査結果は土木研究所資料第 4120 号にとりまとめられてい

る 27)．この地震は，平成 16 年の新潟県中越地震と同様に山間部を震源とする地震であり，多数

の斜面崩壊や地すべり，また，大規模な河道閉塞が発生するとともに，建物や土木施設にも大き

な被害が生じた．この地震による道路橋の被害は，地盤の変状に伴う橋脚・橋台の変位，橋台背

面部の沈下，支承部や伸縮装置の損傷，桁端部の衝突やこれに伴う橋台パラペットのひび割れな

ど，既往の地震でも生じているような損傷が比較的多く見られた．一方で，祭畤大橋のように，

地すべりなど地盤の変状に伴う橋脚・橋台の変位による損傷が顕著に見られたことは，今回の地

震被害の特徴である． 

 祭畤大橋は，その後の調査により橋台パラペット間距離が約 11m 短くなっており，地盤移動が

生じた A2 橋台側ではボーリング調査結果から今回の地震によるすべり面が確認された．落橋は

A2 橋台側で生じた大規模な地山崩壊により地盤とともに A2 橋台および P2 橋脚が強制的に移動

し，P1 橋脚の段落とし部での曲げ破壊から上部構造の落下に至ったものであったことがその後

の現地調査や解析による裏付け等をもとに推定された 33)． 

このうち，谷子沢大橋や赤倉沢橋では GPS 測量により地盤変状に伴う下部工の移動が確認され

た．そこで，ボアホールカメラによる杭体内部の調査が行われ，ひび割れ発生状況から被災度 B

に該当するものは，ひび割れ注入と増し杭による復旧工事が行われた． 

主な事例の被害形態とその要因を表-4.14 に示すとともに，被害形態の模式図を図-4.15 に示す．

また，代表例における被害図を写真-4.22～写真-4.27 に示す． 

 

表-4.14 道路橋の被害事例（平成 20 年 岩手・宮城内陸地震） 

橋名 竣工年 下部工形式 
液状化 

の有無 
被害形態 要因 

祭畤大橋 昭和 53 年 RC 橋脚， 

直接基礎 

 落橋 周辺地盤の大規模な地割れ 

市野々原橋 昭和 52 年 RC 橋脚 

直接基礎 

 ジョイント部のずれ 斜面崩壊 

橋台(斜めひび割れ)および橋脚(曲げひび割

れ)の損傷，沓座モルタルの損傷 

温湯橋 昭和 37 年 逆 T 式橋台 

直接基礎 

 上部構造の補修， 

橋台の再構築 

下弦材の変形 

橋台パラペット部の破壊 

尿前渓谷橋 施工中 RC 橋脚，直接基

礎，場所打ち杭， 

深礎杭 

 ジョイント部の段差 地山崩落による橋台沈下と橋脚変形 

支承および伸縮装置の損傷 

 

谷子沢大橋 施工中 RC 橋脚，場所打

ち杭，深礎杭 

 ジョイント部の段差 

 

支承および伸縮装置の損傷 

A2 橋台竪壁クラック 

杭基礎の損傷(P4,A2：被災度 B) 

赤倉沢橋 施工中 RC 橋脚，深礎杭  ジョイント部の段差 

 

支承および伸縮装置の損傷 

横構，対傾構の座屈変形 

杭基礎の損傷(A1：被災度 B) 
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4.2 被害の傾向分析 

大正 12 年の関東地震，昭和 23 年の福井地震では，基礎の支持力不足や，それに伴う下部構造

の移動，傾斜が原因と考えられる落橋が生じた事例があった．また，昭和 39 年の新潟地震ではパ

イルベント橋脚を有する橋梁において，地震動による大きな振幅の発生，地盤の液状化・流動化

発生により落橋を伴う大きな被害が生じた．しかし，その後の設計・施工技術の向上に伴い，最

近では橋が安定を喪失するような甚大な被害は，主に橋脚躯体や支承に生じる場合がほとんどで

ある． 

道路橋において基礎は単独の基礎構造物ではなく，橋を構成する一つの部位である．道路橋が

安定であるために基礎に課せられる役割は，橋の供用性の観点から鉛直力を支持すること，上部

構造や橋脚からの水平力や転倒モーメントを支持すること，加えて，地震や風のような一時的な

荷重に対しては，上部構造や橋脚からの水平力や転倒モーメントに対して必要な復元力を与える

ことである．したがって，基礎は， 

 

1) 静的または一時的な鉛直力，水平力，および転倒モーメントに対して十分な支持力を有する

ように根入れが行われていること 

2) 変動作用である上部構造や橋脚からの水平力や転倒モーメントに対して復元力を与えるよ

うに部材や地盤が抵抗すること 

が必要とされる．さらに， 

3) 基礎が支持されている地盤が堅固であり，かつ地盤自体に大きな残留変位が生じるような状

況にならないこと 

 

が必要である．言い換えると，これらの条件が満たされなくなれば，基礎の被害が原因で橋が安

定を喪失する恐れがあることが，過去の地震被害からわかる． 

 例えば，1) で述べた地盤の支持力不足がある場合，橋に大きな沈下を引き起こす恐れがある．

昭和 23 年の福井地震では，写真-4.2 に示した基礎の支持力不足により落橋した報告がある．昭和

39 年の新潟地震では，写真-4.6 に示した剛性の低いパイルベント橋脚が採用された昭和大橋にお

いて，地盤の液状化により水平支持力が不足したことと，採用した構造形式の振動特性により大

きな水平変位が生じ落橋した報告がある．そして，基礎の安定が喪失するほどのことはないが，

過大な残留変位が生じると，橋の供用性，早期の交通回復に影響を及ぼすだけでなく，例えば橋

台では，桁と橋台が接触することで躯体前面がひび割れたり，橋台が上部構造を押すことで中間

橋脚部に掛け違い部を有する場合には，想定以上の断面力が中間橋脚に作用し，橋脚の破壊つま

り落橋の可能性が懸念される．過去の橋台支承，躯体，基礎の被害の主要因は液状化により地盤

抵抗を喪失することによって，橋台前面が移動し基礎に損傷が生じることによるものであり，平

成 19 年の新潟県中越沖地震でも確認されている． 

 2) の上部構造からの水平力に対し，基礎が十分な耐力および変形性能を有していない場合の変

状を述べる．杭基礎において，上部構造からの荷重に対する復元力を与えるために最も重要な部

位である杭頭部でせん断破壊が生じてしまうと，基礎の復元力が発揮されないことになる．特に，

古い既製コンクリート杭は横拘束鉄筋量が少なく，耐力および変形性能ともに乏しい．平成 7 年

の兵庫県南部地震による地震被害においても，建築基礎において杭体のせん断破壊が多数認めら

れている．以上から，地盤の液状化が生じた場合には，地盤の水平抵抗にも期待できなくなるの

で，横拘束鉄筋の少ない既製コンクリート杭は特に損傷が生じる懸念が多くなる． 

 3) の地盤自体に大きな残留変位が生じることにより懸念される被害として，平成 7 年の兵庫県
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南部地震における西宮港大橋の側径間の落橋がある．平成 16 年の新潟県中越地震では斜面上にあ

る基礎において，基礎の周辺斜面が崩壊し，常時の支持に不安が生じた事例がある．また斜面地

盤の移動に伴い，基礎が被害を受けた事例は平成 20 年の岩手・宮城内陸地震でも確認されている． 
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５．設計基準および施工技術の変遷から見た基礎補強の優先順位に関する考察 

 

5.1 設計基準の変遷 

わが国の道路橋に関する設計基準は，表-5.1，表-5.2 に示すように大正 15 年の「道路構造に関

する細則案」を皮切りに，順次整備されてきた．下部構造および耐震設計に関する設計指針につ

いても，たびたび発生した大地震への対応や，新たな研究成果を反映させる形でその都度改訂 5) 34)

がなされてきている． 

 大正 15 年の「道路構造に関する細則案」において初めて設計荷重として地震力の規定が盛り込

まれた．ここでは，地震荷重は橋梁の所在地方における最強地震力により橋梁の各部に最大応力

を生ずるものを用いることと規定されているが，具体的な数値及び計算方法については示されて

いない．細則案に代わって，昭和 14 年には「鋼道路橋設計示方書案」が刊行され，設計震度の標

準値として水平加速度を 0.2g，鉛直加速度を 0.1g とし，架橋地点の状況を考慮してこれを増減す

ることが規定された．その後に改定された昭和 31 年の「鋼道路橋設計示方書」では，水平震度は

地域と地盤の種類によって 0.10～0.35 の値を用いることとし，鉛直震度は 0.1 を標準とすること

が規定された．その後，昭和 39 年の新潟地震では液状化に伴う下部構造の過大な移動（沈下，側

方流動）による落橋が見られた．そして，昭和 46 年には，耐震に関する調査研究の成果，新潟地

震の被害経験を踏まえ，「道路橋耐震設計指針」が制定された．ここでは，設計震度は標準設計震

度を 0.2 とし，これを地域，地盤条件及び橋梁の重要度に応じて統一的に定めるとともに，高橋

脚等比較的振動しやすい橋については応答の増幅を考慮した修正震度法が導入された．さらに液

状化や落橋防止構造に対する考え方が示された．昭和 55 年には，「道路橋示方書Ⅴ 耐震設計編」

として改定され，脆性破壊防止のために RC 橋脚に関して，震度法あるいは修正震度法による設

計震度に 1.3 以上の係数を乗じた値に対して地震時変形性能の照査が定められた．平成 2 年の耐

震設計編では，RC 橋脚に関して，0.7~1.0 の震度に対して地震時保有水平耐力の照査が望ましい

とされた．平成 7 年に発生した兵庫県南部地震の被害を受けて，復旧仕様が示され耐震設計法が

大きく見直された．平成 8 年の耐震設計編で，橋の耐震設計は橋の重要度に応じて必要な耐震性

能を確保するという規定が盛り込まれた． 

続いて，下部構造の設計基準に関しては，昭和 39 年以降，下部工躯体や各基礎形式に対し，設

計指針をとりまためた「道路橋下部構造設計指針」が刊行された．その後，昭和 55 年に「道路橋

示方書Ⅳ 下部構造編」として統合された．これまで下部構造の設計は，常時と震度法レベルの地

震に対して，沈下，滑動，転倒など基礎の安定に関しては許容支持力などを照査し，部材の設計

は許容応力度法によることとなっていた．そして，平成 8 年の下部構造編で，RC 橋脚躯体に加

えて，フーチング，杭，ケーソン等の基礎本体の設計と基礎の安定計算でも地震時保有水平耐力

レベルの照査を行うこととなった．平成 14 年の道路橋示方書Ⅴには，液状化が生じる地盤にある

橋台基礎の応答値と許容値が規定された． 

 表-5.3 には，下部構造設計指針，道路橋示方書に追加・削除された基礎形式の変遷を示してい

る．その中で，昭和 51 年のくい基礎設計篇で木杭が，平成 2 年の道路橋示方書で鋼杭が，最近で

は平成 8 年の道路橋示方書で PC 杭が削除されている． 
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表-5.1 基礎の耐震性に関わる主な基準の変遷（その 1） 

年次 主な地震 
基準・指針 

設計震度と計算法 液状化対策 
耐震 下部構造 

1926(T15) 
1923 関 東 地 震

(M7.9) 
道路構造に関す

る細則案 
 

・ 最強地震力を考慮する．ただし，

具体的な数値，計算方法は示さ

れず 
・ 震度法による耐震計算 

・ 規定なし 

1939(S14) 
1948 福 井 地 震

(M7.3) 
鋼道路橋設計示

方書案 
 

・ 水平加速度 0 2g および鉛直加速

度 0.1g 標準 
・ 震度法による耐震計算 

・ 規定なし 

1956(S31) 
1952 十勝沖地震

(M8.1) 
鋼道路橋設計示

方書 
 

・ 水平震度は 0.1～0.35 とし，地盤

別，地域別に 9 種類に分類して

規定 
・ 震度法による耐震計算 

・ 規定なし 

1964(S39) 
1964 新 潟 地 震

(M7.5) 
鋼道路橋設計示

方書 

道路橋下部構造設計

指針：くい基礎の設計

篇 
・同上 ・ 規定なし 

1966(S41)   
道路橋下部構造設計

指針：調査及び設計一

般篇 
  

1968(S43)   
道路橋下部構造設計

指針：橋台・橋脚の設

計篇 
  

1968(S43)   
道路橋下部構造設計

指針：直接基礎の設計

篇 
  

1970(S45)   
道路橋下部構造設計

指針：ケーソン基礎の

設計篇 
  

1971(S46) 
1971 サンフェル

ナンド地震(M6.6) 
道路橋耐震設計

指針 
 

・ 震度法（地域別，地盤別，重要

度補正係数を考慮）による耐震

計算 
・ 応答を考慮した修正震度法 
・ 設計水平震度（0.1～0.3） 

・ 液状化の可能性を現位置特

性，土質特性により判定し，

液状化する土層の支持力を

無視 

1973(S48)   
道路橋下部構造設計

指針：場所打ちぐい基

礎の設計施工篇 
  

1976(S51) 
1978 宮城県沖地

震(M7.1) 
 

道路橋下部構造設計

指針：くい基礎の設計

篇 
  

1980(S55) 
1983 日本海中部

地震(M7.7) 
道路橋示方書Ⅴ

耐震設計編 
道路橋示方書Ⅳ下部

構造編 

・ 震度法（地域別，地盤別，重要

度補正係数を考慮）による耐震

計算 
・ 応答を考慮した修正震度法 
・ 設計水平震度（0.1～0.3） 
・ 地震時変形性能の照査法 
・ 動的解析の位置づけを行い，設

計地震入力を規定 

・ 土の液状化強度と地震荷重

の比較による合理的な判定

方法を規定し，液状化の程

度に応じて土層の土質定数

を低減 

1990(H02) 
1989 ロマプリエ

ータ地震(M7.1) 
道路橋示方書Ⅴ

耐震設計編 
道路橋示方書Ⅳ下部

構造編 

・ 比較的生じる可能性の高い中規

模程度の地震に対しては構造物

としての健全性が損なわれず，

大正 12年の関東地震のような稀

に起こる大きな地震に対して落

橋などが生じないことを目標 
・ 震度法と修正震度法を統合し，

新たに震度法（地域別，地盤別，

重要度別，固有周期補正係数を

考慮）による耐震計算 
・ 設計水平震度（0.1～0.3） 
・ 連続橋の耐震計算法を規定 
・ RC 橋脚に対する地震時保有水

平耐力の照査を規定（0.7～1.0）
・ 動的解析による安全性の照査方

法を規定 

・ 砂質土層の液状化強度の算

定方法に細粒分の影響を考

慮し，液状化判定を高度化 

1993(H05) 
1993 釧路沖地震

(M7.8)，北海道南西

沖地震(M7.8) 
 

道路橋示方書Ⅳ下部

構造編 
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表-5.1 基礎の耐震性に関わる主な基準の変遷（その 1）（続き） 

年次 主な地震 
基準・指針 

設計震度と計算法 液状化対策 
耐震 下部構造 

1995(H07) 

1994 ノースリッ

ジ地震(M6.6)，北海

道 東 方 沖 地 震

(M8.1) 
1995 兵庫県南部

地震(M7.3) 

兵庫県南部地震

により被災した

道路橋の復旧に

係る仕様 

 

・ 同上，さらに以下を追加 
・ 平成 7 年兵庫県南部地震のよう

に発生頻度が極めて低いマグニ

チュード 7 級の内陸直下型地震

による地震動を考慮 
・ 強度を向上させると同時に，変

形性能を高めて橋全体系として

地震に耐える構造を目指す 
・ 地震動と橋の重要度に応じて橋

の耐震性能を確保することを目

標（健全性を損なわない，致命

的な被害を受けない，限定され

た損傷にとどめる） 
・ 地震の影響の大きい部材（RC 橋

脚，鋼製橋脚，基礎，支承等）

に対する地震時保有水平耐力の

照査の実施（設計震度：1.5～2.0）
・ 動的解析による兵庫県南部地震

に対する安全性の照査 
・ 免震設計の採用 
・ ねばり強い構造のための配筋細

目等 

・ 液状化の判定範囲を拡大

（礫質土等）するとともに，

流動化の影響を考慮 

1996(H08)  
道路橋示方書Ⅴ

耐震設計編 
道路橋示方書Ⅳ下部

構造編 

・ 同上 
・ RC 橋脚，鋼製橋脚の設計法の高

度化（せん断応力度の寸法効果

の考慮，変形性能評価式，コン

クリートを充填しない場合の鋼

製橋脚の設計法） 

・ 液状化判定法（判定範囲，

地震力，地盤定数の低減法）

を改訂 
・ 流動化の判定法と設計流動

力の設定による液状化，流

動化を考慮した設計法を導

入 

2002(H14) 

2003 三陸南地震

(M7.1)，宮城県北部

地震(M6.4)，十勝沖

地震(M8.0) 
2004 新潟県中越

地震(M6.8) 

道路橋示方書Ⅴ

耐震設計編 
道路橋示方書Ⅳ下部

構造編 

・ 同上 
・ 性能規定型基準への改定 
・ 耐震性能 1～3（健全性を損なわ

ない性能，損傷が致命的となら

ない性能，損傷が限定的となり，

機能回復が速やかに行い得る性

能）の定義，性能の観点，限界

状態の設定法 
・ 鋼製橋脚の設計法，橋台基礎の

設計法，上部構造の限界状態評

価法の高度化等 
・ 動的解析の活用 

・ 同上 
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表-5.2 基礎の耐震性に関わる主な基準の変遷（その 2） 

年次 
主な使用材料と許容応力度 

RC 部材の設計 杭基礎 ケーソン基礎 
鉄筋 コンクリート 

1926(T15) 

大正初期に米国

から異形棒鋼が

輸入･使用された

が，関東地震以降

は丸鋼のみが使

用 さ れ る ．

a =120N/mm2 

    

1939(S14)      

1956(S31) 

異 形 棒 鋼

(SSD39,49) が 使

用され始めるが，

丸鋼 (SS39,49)が
主流である． 

a =140N/mm2 

ck =14---30N/mm2

ck =21N/mm2  

a =7N/mm2 

1a =0.65N/mm2 

   

1964(S39) 

JIS が統合され，

SS39は SR24に，

SSD39 は SD24
になる． 
SR24(235)が主流 

a =140N/mm2 

明確な記載なし 

ck =21N/mm2 

a =7N/mm2 

1a =0.6N/mm2 

 

・ 支持杭を原則と規定 
・ 慣用法による計算 
・ 水平方向地盤反力係数は，載荷試験

により求めるか，図表を用いて N 値

より算出 
・ 鉛直支持力は，載荷試験による方法

の他，くい打ち公式，Terzaghi の式，

Meyerhof の式等から総合的に判断 

 

1966(S41)      
1968(S43)      
1968(S43)      

1970(S45) 

1970 年代に入る

と，SD30(295)が
主流となる． 

a =160N/mm2 

   
・ 剛体と仮定した計算 
・ 地中震度および鉛直震度

(0.1)を考慮 

1971(S46)      
1973(S48)      

1976(S51)    

・ 変位法による計算を原則と規定 
・ 水平方向地盤反力係数の算出法が変

更（杭径とひずみ依存性を考慮．常

時と地震時は同値） 
・ 打込み杭・場所打ち杭の支持力推定

式を規定 
・ 使用実績が少ない木杭の規定を削除

 

1980(S55)  

ck =21N/mm2が主

流 

a =7N/mm2 

1a =0.36N/mm2 

水中コンクリートの

許容応力度を緩和 

・ 曲げ・軸力・

せん断力 に

対するコ ン

クリート の

照査法を 規

定 

・ 許容水平変位量（基準変位量）とし

て，常時 10mm，地震時 15mm を例

示 
・ 場所打ち杭の先端支持力度（砂礫層）

を低減 
・ 打込み杭・場所打ち杭の周面摩擦力

度を緩和 
・ 中掘り杭の支持力算定式を規定 

・ 地中震度および鉛直震度

が削除 
・ 許容水平変位を規定（数

値は規定せず） 
・ 壁厚を 50cm 以上に規定 

1990(H02)   
・ はりの最 小

鉄筋量を 変

更 

・ 換算載荷幅を用いた水平方向地盤反

力係数の算定法 
・ 地震時の値は常時の 2 倍と規定 
・ 許容水平変位量は，杭径の 1%と

15mm の大きい方の値 
・ 鋼管杭の杭頭結合方法が，鋼板+鉄筋

溶接から中詰めコンクリートへ変更

・ 許容水平変位を基礎幅の

1%かつ 5cm 以下に規定 
・ 許容鉛直支持力度の上限

値を規定 

1993(H05)      
1995(H07)      

1996(H08) 

SD345 が主流と

なる． 

a =200N/mm2 

ck =24N/mm2が主

流となる． 

a =8N/mm2 

1a =0.23N/mm2 

・ 場所打ち 杭

の帯鉄筋 の

配置間隔 を

50cm 以下⇒

30cm 以下に

変更 
・ せん断強 度

を変更 

・ 既製コンクリート杭のせん断補強鉄

筋の細目を規定 
・ 中掘り杭の先端支持力度を緩和 

・ 弾性柱状体とした計算 
・ 前面水平方向地盤反力度

の照査を削除 
・ 側壁の配筋細目を規定 

2002(H14)    

・ 場所打ち杭の先端支持力（砂礫層）

を緩和 
・ 中掘り杭の周面摩擦力度を緩和 
・ プレボーリング・鋼管ソイルセメン

ト杭工法を規定 
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 前述のように昭和 55 年に，これまでの道路橋下部構造設計指針が統合され，道路橋示方書に改

められた．その中で，せん断力を受ける鉄筋コンクリート部材の許容せん断応力度が見直された．

表-5.4 に示すように許容せん断応力度の内容が，従来の最大せん断応力度から平均せん断応力度

で算出するように変更されるとともに，そのときの許容値も大幅に減じている．その値は，ヨー

ロッパ委員会 (CEB) の勧告などにより，コンクリートだけで斜め引張応力を受けさせる場合で，

許容応力度が従来の約 1/2，コンクリート設計基準強度の 1.5%程度の値となる． 

具体的には，下部構造設計指針ではコンクリートのみでせん断力を負担させる設計と，これを

超えた場合にコンクリートの負担できる分は見込まず，斜め引張鉄筋のみでせん断力を負担でき

るように鉄筋を配置する設計であった．その後の昭和 55 年の道路橋示方書への改訂によって，コ

ンクリートの許容せん断応力度を引き下げるのと合わせて，これまでの知見をもとにコンクリー

トが斜め引張鉄筋と共同してせん断力を負担できるとする設計手法に変更となった．このため，

改訂以前の基準では，許容値を満足していたものが平成 14 年の道路橋示方書でせん断照査を実施

したところ，設計地震力の増加によって設計せん断力が増加し，コンクリートのみでせん断力を

負担させたときの許容値を満足しない事例が存在することが考えられる．しかしながら，許容せ

ん断応力度を超えない範囲でもコンクリートと斜め引張鉄筋が共同して，せん断力を負担できる

ことから最小鋼材量の規定により種々の鉄筋が配置されている既往の構造物については，許容せ

ん断応力度に関わらずコンクリートと鉄筋が共同してせん断力を負担できると考えることができ

るため，許容せん断応力度の引き下げによって直ちにせん断力に対する安全性が不足することは

ない． 

 

表-5.4 コンクリートの許容せん断応力度 

a) 道路橋下部構造設計指針 

 鉄筋コンクリート (N/mm2) 無筋 

コンクリート

(N/mm2) 

18 以上 

20 未満 

20 以上 

24 未満 
24 以上 

コンクリートだけで斜め引

張応力を受けさせる場合 

梁の場合 0.6 0.65 0.7 0.5 以下と 

する 版の場合 0.85 0.9 0.95 

斜め引張鉄筋を無視して計

算した場合 

せん断力による応力度 1.7 1.8 2.0 
--- 

せん断力とねじりによる応力度 2.0 2.2 2.4 

 

b) 昭和 55 年 道路橋示方書Ⅳ下部構造編 

 
コンクリートの設計基準強度 (N/mm2) 

21 24 27 30 

コンクリートのみでせん断

力を負担する場合 

梁の場合 
0.36 0.39 0.42 0.45 

スラブの場合 

斜め引張鉄筋と共同して負

担する場合 
せん断力のみの場合 

1.6 

(2.8) 

1.7 

(3.2) 

1.8 

(3.6) 

1.9 

(4.0) 

(  )内は道路橋示方書Ⅲコンクリート橋編の値を示す． 
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5.2 施工技術の変遷 

昭和 20 年代までは，掘削，杭打ち等の作業は人力主体であり，杭長も 10～15m 程度以下のも

のが多い．現在のような本格的な機械施工により長尺杭が施工出来るようになったのは昭和 30

年代に入ってからのようである 35)．また，それまで下部構造の設計に対し体系だったものが存在

しなかったことを受け，昭和 39 年に日本道路協会より下部構造設計指針 くい基礎の設計篇が出

版され，その中で，原則として支持杭を用いることが明文化された．したがって，1950 年代後半

あるいは 1960 年代前半まで，杭基礎では，施工能力の制約から良質な支持層に達していない杭

や，今日的な観点から見たときに適切でない条件下で摩擦杭が選定された例もあるものと思われ

る．表-5.6 に施工技術の変遷を整理する． 

(a) 杭基礎 

 杭打ち工法は，ヤットコ等による木杭から，スチームハンマ等による RC 杭，鋼管杭の打込み

工法が長らく主流であった．杭打ち機はその後，1960 年代にディーゼルハンマ，バイブロハンマ

が導入され，スチームハンマは姿を消した．高度成長期には，打込み工法が多数施工されたが，

騒音および振動の環境対策により 1970 年代に激減した．このころまでに，RC 杭は PC 杭，PHC

杭にとって替わられ，ほとんど姿を消すことになった． 

 場所打ち杭は，1950 年代に導入された 3 大工法（オールケーシング工法，アースドリル工法，

リバース工法）により一般化され，環境対策工法として 1970 年代に急速に普及し，現在では多

くの橋梁基礎に採用されている． 

 既製杭はその後，中掘り工法の確立，低騒音の油圧ハンマの開発により，打込み工法が復活し，

現在では主に小規模の橋梁や軟弱地盤上の橋梁基礎に多く採用されている．その後も施工技術は

時代の背景に合わせて，高支持力のものや排土が少ない工法が開発され鋼管ソイルセメント杭工

法やプレボーリング杭工法が基準化された． 

(b) ケーソン基礎 

ケーソン基礎の歴史は古く，特にオープンケーソンに至っては井戸掘り工法で支持層まで支柱

を構築した，いわゆるウエル（井筒工法）に行き着く．橋梁基礎として用いられたのは明治時代

からで，石積みやレンガ積みの箱枠工法のようなものから出発し，無筋コンクリート，RC および

PC のケーソン工法へと発展した．当初は，主な目的が鉛直支持力確保であり，躯体は石積み，レ

ンガ積み，無筋コンクリートであったが，軟弱地盤上や多層地盤で，ある程度の長さ以上になる

と施工上からも一定の曲げ剛性が必要となり，躯体は RC 製となった． 

ケーソン基礎には，表-5.5 に示すように施工方法の違いによりオープンケーソン，ニューマチ

ックケーソンがある．初期のオープンケーソン基礎は，人力による掘削が主体であったが，掘削

深の増大に伴い，現在のグラブ等による掘削となった．一方，ニューマチックケーソン基礎は，

大正時代末期に導入され，各種の細部構造の設計法を整備し，国内で独自の発展を遂げた．当初

は人力による掘削であり，高気圧下での作業による潜函病の防止対策が必要であった．1970 年代

後半から作業室内の自動化が試行され，現在ではほぼ完全な自動掘削が可能となっている． 
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5.3 使用材料の変遷 

 道路橋基礎に用いられてきた材料は，そのほとんどが鋼材とコンクリートであり現在でも変わ

っていない．表-5.2 に使用材料の変遷を整理する． 

(1) 鋼材 

 使用目的は，鋼管杭，鋼管井筒等の基礎本体と，鉄筋コンクリート部材の補強鉄筋が主である． 

 鉄筋は，戦前から 1960 年代まで主に丸鋼が用いられてきたが，JIS 規格の制定を機に異形棒鋼

が普及し，現在ではほとんど異形棒鋼が用いられている．鉄筋種類として，丸鋼は SR235 が，異

形棒鋼は SD295 が主に用いられてきたが，近年ではより高強度の SD345 が主流となっている． 

鋼管については，一般構造用，溶接構造用圧延鋼材と同じ強度（主に 400 材）が用いられてお

り，設計荷重や設計地震力の増加に伴い，高強度（490 材）のものも用いられるようになった． 

(2) コンクリート 

 1900 年頃までの初期のコンクリート構造物は，大断面の無筋コンクリート橋台などが主であり，

コンクリートもかなり固練りのものを木蛸などで叩き込んで施工されていた． 

 鉄筋コンクリート構造の普及に伴い，コンクリートも鉄筋の隅々にまで打ち込まれるよう，固

練りから軟練りの方向へと変化した． 

 初期のコンクリートは，現場での手練であったが，1914 年に本格的なコンクリートミキサの国

産化により，機械練りへと移行していき，容積計量から質量計量方式へと移行し，1950 年頃まで

使用された．その後は，生コンクリート工場の増加により，自動計量システムによる工場練りの

レディーミクストコンクリートとなり，打ち込み方法もミキサー車からのポンプ圧送となり現在

に至っている． 

 コンクリート強度は，昭和 41 年の下部工設計指針では，鉄筋コンクリートでσck=18N/mm2～

24N/mm2が規定されていたが，昭和 55 年の道路橋示方書以降は，σck=21N/mm2～30N/mm2と

なっている．現在では，耐久性の観点からσck=24N/mm2が主流となっている． 

 

78





表-5.7 液状化判定の変遷 

昭和46年耐震設計指針 昭和55年道路橋示方書Ⅴ編 平成2年道路橋示方書Ⅴ編 平成8年道路橋示方書Ⅴ編

対象土層
GL-10m以浅の

飽和砂質土

地下水位がGL-10m以内

かつGL-20m以内の
飽和砂質土

地下水位がGL-10m以内

かつGL-20m以内の
飽和砂質土

地下水位がGL-10m以内

かつGL-20m以内の
飽和砂質土

N≦10 D50が0.02～2.0mm D50が0.02～2.0mm
FC≦35% または
FC＞35%のIp≦15

均等係数が6以下 D50≦10mm

D20が0.04～0.5mm D10≦1mm

判定する震度 ---
ks=ν1･ν2･ν3･kso

kso=0.15

ks=CZ･CG･CI･kso

kso=0.15
kh=0.30～0.80

判定式 --- FL≦1.0 FL≦1.0
FL≦1.0
動的せん断強度比R考慮

設計 支持力を無視
土質定数の低減

DE=0,1/3,2/3,1

土質定数の低減

DE=0,1/3,2/3,1

土質定数の低減

DE=0,1/6,1/3,2/3,1

記述なし 記述なし 記述なし
臨海部
h≧5m,護岸から100m以内
液状化地盤が連続する

流動化

液状化

地盤の物性値

 
 

表-5.8 設計水平震度の変遷 

昭和31年鋼道路橋設計示方書

昭和39年鋼道路橋設計示方書

昭和46年 耐震設計指針

昭和55年 道路橋示方書Ⅴ編
平成2年 道路橋示方書Ⅴ編 平成8年 道路橋示方書Ⅴ編

地盤および地域に応じて変更

 軟弱地盤:0.20～0.35
 やや良好:0.15～0.30

 良好地盤:0.10～0.20

kh=ν1･ν2･ν3･ko

ko=0.2

kh=cZ･cG･cI･cT･kho

kho=0.2

kh=cZ･kho

Ⅰ種地盤:kho=0.2

Ⅱ種地盤:kho=0.25

Ⅲ種地盤:kho=0.3

固有周期に応じて変化

地域別
補正係数

－

ν1

A地域:1.00
B地域:0.85
C地域:0.70

cZ
A地域:1.00
B地域:0.85
C地域:0.70

cZ
A地域:1.00
B地域:0.85
C地域:0.70

地盤別
補正係数

－

ν2

1種:0.9

2種:1.0
3種:1.1

4種:1.2

cG
Ⅰ種:0.8

Ⅱ種:1.0
Ⅲ種:1.2

－

重要度別

補正係数
－

路線としての重要度 ν3

1級:1.0

(高速道,国道,主要地方道等)

2級:0.8

*1級の橋で特別な場合は1.25

路線としての重要度 cI
1級:1.0

2級:0.8

－

固有周期別

補正係数
－ －

cT
Ⅰ種:1.25
Ⅱ種:1.25

Ⅲ種:1.25
固有周期Tに応じて変化

－

やや良好な地盤で過去に大地
震があった地域 0.20

kh=ν1･ν2･ν3･ko
=1.0･1.0･1.0･1.25･0.2=0.25

kh=cZ･cG･cI･cT･kho
=1.0･1.0･1.0･1.25･0.2=0.25

kh=cZ･kho
=1.0･0.25=0.25

その他

(A地域,Ⅱ種地盤)

レベル1地震時
設計水平震度

補正係数
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表-5.9 杭基礎の支持力算定式の変遷 

昭和39年道路橋下部構造設計指針
くい基礎設計篇

昭和51年道路橋下部構造設計指針
くい基礎設計篇

昭和55年 道路橋示方書Ⅴ編 平成2年 道路橋示方書Ⅴ編～

①載荷試験による方法

②静力学公式による方法
③くい打ち公式による方法
④推定による方法

Ra=1/n(Ru-Ws)+Ws-W

Ru=qdA+UΣlifi 同左

Ra=γ/n(Ru-Ws)+Ws-W

極限支持力推定法による補正係数
γが追加

Ru=qdA+UΣlifi

打込み杭

・くい打ち公式により算出
AASHOの式
Hileyの式

支持層への根入れ10Dで現行の支
持力発揮

・先端支持力度が緩和
支持層への根入れ5Dで現行の支持
力発揮 同左

場所打ち杭

・静力学公式による方法
Terzaghiの式

Meyerhofの式

砂れき層:qd=300～750t/m
2

(先端N値に応じて変化)

砂層:qd=300t/m
2

硬質粘性土層:qd=3qu

・砂れき層の上限値が低減

砂れき層および砂層:qd=300t/m
2

硬質粘性土層:qd=3qu 同左

中掘り杭 － －

新たに規定

最終打撃方式
セメントミルク噴出撹拌方式
コンクリート打設方式

セメントミルク噴出撹拌方式が緩

和

－

既製杭:f≦10(砂),f≦12(粘)
場所打ち杭:f≦12(砂),f≦12(粘)

周面摩擦力が緩和
打込み杭:f≦10(砂),f≦15(粘)
場所打ち杭:f≦20(砂),f≦15(粘)
中掘り杭が追加

同左

①引抜試験による方法
②静力学公式による方法

③推定による方法

Pa=Pu/n+W

同左 同左

許容支持力

極限
支持力度

周面摩擦力度

許容引抜力

 

 

そして，設計法の他に適切な構造細目が与えられてきたことも余裕度が増大した理由として挙

げられる．例えば，場所打ち杭の杭頭部には，構造細目によって結果として十分な横拘束鉄筋が

配置されており，じん性に富みかつせん断破壊を防ぐ構造にされていたことも被害を少なくした

要因であると考える．一方で，過去の既製コンクリート杭は横拘束鉄筋量が少なく，既往の地震

被害においても，建築基礎で杭体のせん断破壊やそれを原因とする建物の傾斜が多数認められて

いる 16)ことから，平成 8 年の道路橋示方書Ⅳで，地震時に杭体が塑性化するおそれのある範囲に，

スパイラル鉄筋を中心間隔 100mm 以下で配置することが規定された． 

以上のことから，基礎の支持力不足，地盤条件，構造細目が耐震性判定の重要な要因であり，

次のような条件を満たす基礎は，大地震に対する安全余裕度が相対的に小さいものと考えられる． 

 

(a) 過去の基礎の施工能力不足や技術レベルにより，良質な支持層に根入れされていないなど，

常時・レベル 1 地震時の安定計算を満足しないような基礎． 

(b) 過去の既製コンクリート杭などに見られるように，横拘束鉄筋の量が少なく，部材のじん

性およびせん断耐力が劣るもの． 

 

基礎構造の設計手法や構造細目が設計年代に応じて変更となっている．したがって，過去の被

災事例と設計基準の変遷から損傷度の判定に影響を与える要因としては，液状化の程度と変形性

能を確保できる適切な構造細目となっているかである．特に，場所打ち杭については液状化の他，

昭和 55 年後に設計されたかどうかが耐震性を評価するための指標となるようである． 
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６．静的荷重漸増解析を用いた試設計計算 

 

6.1 目的 

 本章では，平成 8 年の道路橋示方書より前の設計基準にしたがって設計された道路橋基礎が，2

章で整理した既設道路橋基礎の耐震性能のどの区分に評価されるのかを検討するために，平成 14

年の道路橋示方書の手法に基づいた静的荷重漸増解析を行い，耐震性を評価する．ここで，耐震

性を評価するための方法として 2 つある．その一つは当時の設計図書を収集することである．も

う一つは復元設計であり，一般的な条件を仮定した上で過去の設計基準や使用材料を満足するよ

うに設計を行う方法がとられる． 

 設計基準のほかに基礎の耐震性や基礎の限界状態に与えるパラメータとして以下の項目がある． 

 

1) 耐震設計上の地盤種別 ：地盤種別に応じて入力地震動が異なる 

2) 地形条件 ：陸上，河川，海上，ダム湖，斜面上に計画された橋梁 

3) 周辺条件の違い ：高架橋，河川橋，跨道橋，跨線橋などの違い 

4) 上部構造の形式 ：鋼桁橋，PC 桁橋，RC 桁橋といった荷重規模の違い 

5) 下部構造の形式 ：下部工形式から決定される基礎の平面形状 

6) 基礎形式 ：各基礎形式に応じた支持機構や限界状態の違い 

7) 基礎の寸法や形状 ：支持力に対する寸法効果，群杭効果等 

8) 道路橋示方書におけるβ･Le ：直接基礎，柱状体基礎の周辺地盤抵抗の違い 

9) 支持層の条件 ：砂層，砂れき層，硬質粘性土層，岩盤など地耐力の違い 

10) 周辺地盤条件 ：液状化層，流動化，極めて軟弱な粘性土層 

11) 橋脚高さ ：転倒モーメントの増加や振動特性等の違い 

12) 支承条件の違い ：支承条件の違いによる地震時慣性力の違い 

13) 設計／施工年代 ：施工能力不足により支持層に到達していない 

14) 耐震設計法の違い ：設計地震動の見直し，液状化に対する設計法の導入 

15) 構造細目の変遷 ：最小鉄筋量の規定 

16) 部材鋼材料の違い ：丸鋼 SR235 から異形棒鋼 SD295 へ鋼材の高強度化 

17) 基礎の使用材料 ：平成 14 年の道路橋示方書に規定するコンクリートまたは

鋼材以外の使用材料の適用 

18) 設計時点の設計基準などに

おける支持力推定式や地盤

水平抵抗の評価法の違い 

：基礎底面地盤の極限支持力を載荷試験または静力学公式

で算出し，その結果，現行基準より先端支持力が大きく

算定 

杭基礎の杭頭変位と断面力を現行基準の変位法ではな

く，慣用法で算出 

 

これらの項目を全て網羅するように既設橋の図面を集めると同時に，それだけでは条件が不足

する分については復元設計を実施している．パイルベント橋脚は当時の設計図書が存在していな

かったため，復元設計を実施した．また，場所打ち杭については昭和 46 年より前に設計された杭

の設計書が存在していなかったため，地盤種別に応じた復元設計を行っている． 

 本章では，各基礎形式の設計年代，液状化の程度が基礎に想定される損傷度に及ぼす影響を把

握する目的で行った試設計の解析方法および試算結果を整理している．なお，設計計算書や配筋

図がない場合には復元設計を実施することになるが，当時の設計基準を十分に理解した上で復元
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設計を実施する必要がある． 

 まず，試算対象橋脚を抽出するにあたって，対象となる基礎形式の設計年代を把握することと

した．図-6.1 に H8 防災点検データベースに収録された各基礎形式別の設計年代別割合を示す．

この図から，場所打ち杭基礎と鋼管矢板基礎を除くと昭和 46 年より前に設計されたものが多いこ

とが分かる．この設計年代のものは液状化に対する設計が行われていないため．耐震性が劣るこ

とが考えられる．また，既製コンクリート杭基礎は平成 8 年の道路橋示方書から現在の構造細目

に変更されている．このため，平成 8 年より前に設計されたものは，杭本体の耐震性能に大きな

性能の違いはないと判断し，試算の対象は昭和 46 年より前に設計された道路橋基礎で代表させる

こととした．木杭基礎およびパイルベント橋脚基礎は，設計年代で見ると昭和 46 年の道路橋耐震

設計指針以降，設計地震力，施工技術の向上など時代背景から採用しにくい基礎形式となったた

め，昭和 46 年より前に設計された道路橋基礎で代表させることとした． 

 耐震性能評価には，平成 14 年の道路橋示方書に従った解析手法により部材及び地盤をモデル化

する．試算するにあたり各基礎形式のモデル化を図-6.3～図-6.7 に示しているが，本研究で使用

した解析モデルは，基礎の損傷度を試算するためのものである．そして，基礎の損傷度は設定し

た荷重変位曲線に対して，エネルギー一定則を適用して応答塑性率を求めて良いとした．ここで

求まる応答塑性率は，5 段階の損傷度のいずれに当該基礎が該当するかを評価するための指標で

あり，実際の応答を必ずしも再現するものではないことに注意する．このため，補強設計を行う

場合には個別に検討が必要となる． 

 耐震性能を評価する上で，試設計に抽出した基礎形式と対象橋梁の条件一覧を表-6.1，表-6.2

に示す．表-6.2 の対象橋梁は試設計に必要な上部構造反力，下部工・基礎工配筋図，ボーリング

柱状図のあるものを対象とした．そして，表-6.2 の場所打ち杭に適用示方書として「各年代」と

あるが，これは前述したように設計図書が存在しなかったため，耐震性能を評価する目的で復元

設計を実施した橋梁の諸元を示している． 
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表-6.1 各基礎形式一覧 

 
昭和 46 年 

より前 

昭和 46 年 

耐震設計指針

昭和 55 年 

道路橋示方書

直接基礎 1 基 3 基 1 基 

鋼管杭基礎 4 基 2 基 1 基 

場所打ち杭基礎 3 基 1 基 1 基 

RC 杭基礎 3 基 － － 

PC 杭基礎 1 基 － － 

ケーソン基礎 3 基 1 基 － 

木杭基礎 1 基 － － 

単列パイルベント橋脚

の基礎 
1 基 － － 

 

表-6.2 設計対象橋梁の条件一覧 

適用示方書 橋梁名 橋脚NO. 下部工形式
杭径または
基礎形状

地盤
種別

支承
条件

死荷重
(kN)

上部構造
重量(kN)

S46耐震より前 Ａ橋 A2 控壁式 --- Ⅰ種 M 1,300 650

Ｂ橋 P1 壁式 --- Ⅰ種 M+F 9,350 9,350

P1 壁式 --- Ⅰ種 M 24,100 12,500

P2 壁式 --- Ⅰ種 F 29,500 73,100

S55道示 Ｄ橋 A2 逆T式 --- Ⅰ種 F 3,400 6,800

直杭 P1 壁式 600 Ⅲ種 M 1,500 750

〃 P2 壁式 600 Ⅲ種 F 1,500 3,500

斜杭 P1 ラーメン式 600 Ⅱ種 F 10,050 16,100

〃 P2 ラーメン式 600 Ⅱ種 M 7,350 3,700

直杭 P2 ラーメン式 800 Ⅱ種 M 2,600 1,300

〃 P3 ラーメン式 800 Ⅱ種 F 2,900 9,850

〃 S55道示 Ｈ橋 P6 単柱式 1000 Ⅲ種 F 10,000 25,000

Ｉ橋 P4 壁式 1500 Ⅲ種 M+M 13,550 6,775

Ｊ橋 P1 壁式 1200 Ⅲ種 F+F 3,580 7,150

S55道示 Ｋ橋 P1 単柱式 1000 Ⅲ種 F+M 3,450 3,450

各年代 Ｌ橋 P1 単柱式 1200 Ⅱ種 E 7,100 6,330

P1 壁式 200 Ⅲ種 M 750 375

P2 壁式 200 Ⅲ種 F 750 3,000

Ｎ橋 P1 壁式 300 Ⅲ種 M+F 1,280 1,280

S46耐震より前 Ｏ橋 P6 単柱式 1000 Ⅲ種 F+F 4,900 8,800

Ｐ橋 PB 鋼製単柱式 φ8.0m Ⅲ種 M 7,755 1,163

Ｑ橋 P1 壁式 8.0×20.0m Ⅲ種 F 23,550 61,800

Ｒ橋 P583 鋼製単柱式 φ4.0m Ⅱ種 F 5,525 5,680

Ｓ橋 P154 単柱式 φ7.5m Ⅲ種 F 6,953 6,943

Ｔ橋 P2 単柱式 φ6.0m Ⅲ種 F 4,242 5,544

S46耐震より前 Ｕ橋 P2 多柱式 180 Ⅱ種 F+M 1,006 1,006

S46耐震より前 Ｖ橋 --- --- 600 Ⅱ種 M+F 7,100 7,100

ケーソン基礎

木杭基礎

パイルベント橋脚

場所打ち杭基礎

RC杭基礎

PC杭基礎

基礎工形式

直接基礎 S46耐震
Ｃ橋

鋼管杭
基礎

S46耐震

S46耐震より前

Ｅ橋

Ｆ橋

S46耐震 Ｇ橋

S46耐震より前

S46耐震

S46耐震より前
Ｍ橋
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6.4.2 試算結果 

試算結果を表-6.5 に示す．そして，杭基礎に対する液状化の影響は，杭頭付近の層 10m 程度を

地盤の種類によらず低減することで評価している．どの設計年代においても鋼管杭基礎はレベル

2 地震動タイプ I に対して概ね損傷度 I と判定される．レベル 2 地震動タイプⅡにおいて損傷度Ⅲ

またはⅣと判定される．しかし，液状化の影響を受ける地盤を想定した場合では基礎の損傷度は

大きくなり，杭頭部の地盤抵抗を全く見込めない条件（DE=0）においてレベル 2 地震動タイプⅡ

で損傷度 V となるケースが多く見られた．その度合いは昭和 46 年より前に建設された基礎で顕

著であった．このことは，昭和 46 年の道路橋耐震設計指針から各種補正係数や固有周期に応じた

設計水平震度を適用する修正震度法により耐震設計が行われており，平成 14 年の道路橋示方書に

示されるレベル 1 地震動に対する設計法と大きな相違がないことから，レベル 1 地震動に対する

安全性を確保することにより，必然的にレベル 2 地震動タイプ I と同等程度の安全性も担保され

ていたものと考えられる．このため，昭和 46 年の道路橋耐震設計指針適用以降の基礎については，

液状化に対する設計や修正震度法が取り入れられたことを受け，耐震性能を高く評価できると考

えられる． 

フーチングに非線形性を考慮した試算では，昭和 55 年の道路橋示方書以降のものはフーチング

の損傷が先行しないことがわかる．これは，部材に対し最小鉄筋量の規定が示され，鉄筋量が相

対的に多くなったことによるものと考えられる． 

液状化に伴う側方流動による杭基礎への影響は，兵庫県南部地震における埋立護岸近傍基礎の

被災事例から明らかであり，液状化地盤上で側方流動の可能性が高い鋼管杭基礎については，詳

細検討が必要な基礎として扱う必要がある． 

 

表-6.5 鋼管杭基礎の損傷度判定結果 

     1．基本ケース (液状化なし＋フーチング前面抵抗考慮) 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅰ Ⅰ

直角 F Ⅰ Ⅲ

橋軸 F Ⅰ Ⅰ

直角 F Ⅰ Ⅰ

橋軸 F Ⅰ Ⅰ

直角 F Ⅰ Ⅲ

橋軸 M+M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅰ Ⅳ

橋軸 M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 F Ⅲ Ⅳ

直角 F Ⅰ Ⅲ

橋軸 F Ⅰ Ⅳ

直角 F Ⅰ Ⅲ

レベル2地震動
備考適用基準

橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

昭和46年耐震

指針より前

E橋

P1

荷重規模:小

P2

F橋

P1
荷重規模:大
橋軸斜杭

P2

昭和46年耐震

指針
G橋

P2

荷重規模:大

P3

昭和55年道示 H橋 P6 荷重規模:大
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2．液状化 (DE=2/3) 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅰ Ⅲ

橋軸 F Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅰ Ⅲ

橋軸 F Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅰ Ⅳ

橋軸 M+M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅰ Ⅲ

橋軸 F Ⅲ Ⅳ

直角 F Ⅰ Ⅲ

備考適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動

昭和46年耐震

指針より前

E橋

P1

荷重規模:小

P2

F橋

P1
荷重規模:大
橋軸斜杭

P2

昭和46年耐震

指針
G橋

P2

荷重規模:大

P3

昭和55年道示 H橋 P6 荷重規模:大

 
3．液状化 (DE=1/3) 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 F Ⅲ Ⅳ

直角 F Ⅰ Ⅲ

橋軸 F Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 M+M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅰ Ⅲ

橋軸 F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅰ Ⅳ

適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動
備考

昭和46年耐震

指針より前

E橋

P1

荷重規模:小

P2

F橋

P1
荷重規模:大
橋軸斜杭

P2

昭和46年耐震

指針
G橋

P2

荷重規模:大

P3

昭和55年道示 H橋 P6 荷重規模:大

 
4．液状化 (DE=1/6) 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅴ

橋軸 F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 F Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 M+M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅴ

橋軸 M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅰ Ⅲ

橋軸 F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅲ Ⅳ

備考適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動

昭和46年耐震

指針より前

E橋

P1

荷重規模:小

P2

F橋

P1
荷重規模:大
橋軸斜杭

P2

昭和46年耐震

指針
G橋

P2

荷重規模:大

P3

昭和55年道示 H橋 P6 荷重規模:大
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5．液状化 (DE=0) 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅳ Ⅴ

橋軸 F Ⅳ Ⅴ

直角 F Ⅲ Ⅴ

橋軸 F Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 M+M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅴ

橋軸 M+M Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅰ Ⅲ

橋軸 F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅲ Ⅳ

適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動
備考

昭和46年耐震

指針より前

E橋

P1

荷重規模:小

P2

F橋

P1
荷重規模:大
橋軸斜杭

P2

昭和46年耐震

指針
G橋

P2

荷重規模:大

P3

昭和55年道示 H橋 P6 荷重規模:大

 
6．基本＋フーチング非線形考慮 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅰ Ⅰ フーチング未降伏

直角 F － － 張出無し

橋軸 F Ⅰ Ⅲ フーチング降伏

直角 F － － 張出無し

橋軸 F Ⅰ Ⅳ フーチング降伏

直角 F Ⅰ Ⅲ フーチング未降伏

橋軸 M+M Ⅰ Ⅲ フーチング降伏

直角 F Ⅰ Ⅳ フーチング未降伏

橋軸 M Ⅰ Ⅲ フーチング降伏

直角 F － － 張出無し

橋軸 F Ⅲ Ⅳ フーチング降伏

直角 F － － 張出無し

橋軸 F Ⅰ Ⅳ フーチング未降伏

直角 F Ⅰ Ⅲ フーチング未降伏

備考適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動

昭和46年耐震

指針より前

E橋

P1

P2

F橋

P1

P2

昭和46年耐震

指針
G橋

P2

P3

昭和55年道示 H橋 P6
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6.5.2 試算結果 

 試算結果を表-6.7 に示す．ここで，杭基礎に対する液状化の影響は，杭頭付近の層 10m 程度を

地盤の種類によらず低減することで評価している．どの設計年代においても場所打ち杭基礎はレ

ベル 2 地震動に対して概ね損傷度Ⅲ以下と判定される．しかし，液状化の影響を受ける地盤を想

定した場合では基礎の損傷度は大きくなり，杭頭部の地盤抵抗を全く見込めない条件 (DE=0) に

おいてはレベル 2 地震動タイプⅡで損傷度Ⅴとなるケースが多く見られた．これは，昭和 46 年の

道路橋耐震設計指針で設計されたものであった．昭和 55 年の道路橋示方書で設計されたものに関

しては，損傷度がⅣ以下であり，耐震性能を高く評価できるものと考える．しかし，試算した対

象橋梁が昭和 46 年以降であったため，昭和 46 年より前に設計された基礎の耐震性を試算出来て

いないため，後述する荷重規模と地盤条件を変化させた各設計年代で復元設計と追加検討を実施

した． 

 

表-6.7 場所打ち杭の損傷度判定結果 

1．基本ケース (液状化なし＋フーチング前面抵抗考慮) 

タイプⅠ タイプⅡ

昭和46年
耐震指針

I橋 P4 橋軸 M+M Ⅰ Ⅰ 杭体降伏 Wu=Rd/2

I橋 P4 直角 F Ⅰ Ⅲ 杭体降伏

J橋 P1 直角 F Ⅲ Ⅲ 杭体降伏

橋軸 F+M Ⅰ Ⅰ 引抜降伏

直角 F Ⅰ Ⅰ 引抜降伏

昭和46年
耐震指針

J橋 P1 橋軸 F+F Ⅲ Ⅲ 杭体降伏 Wu=2Rd

備考
レベル2地震動

適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

昭和46年
耐震指針

Wu=Rd

昭和55年道示 K橋 P1

 
2．液状化 (DE=2/3) 

タイプⅠ タイプⅡ

昭和46年
耐震指針

I橋 P4 橋軸 M+M Ⅰ Ⅲ 杭体降伏 Wu=Rd/2

I橋 P4 直角 F Ⅲ Ⅲ 杭体降伏

J橋 P1 直角 F Ⅲ Ⅲ 杭体降伏

橋軸 F+M Ⅰ Ⅰ 杭体降伏

直角 F Ⅰ Ⅰ 杭体降伏

昭和46年
耐震指針

J橋 P1 橋軸 F+F Ⅲ Ⅲ 杭体降伏 Wu=2Rd

適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動
備考

昭和46年
耐震指針

Wu=Rd

昭和55年道示 K橋 P1

 
3．液状化 (DE=1/3) 

タイプⅠ タイプⅡ

昭和46年
耐震指針

I橋 P4 橋軸 M+M Ⅲ Ⅲ 杭体降伏 Wu=Rd/2

I橋 P4 直角 F Ⅲ Ⅲ 杭体降伏

J橋 P1 直角 F Ⅲ Ⅲ 杭体降伏

橋軸 F+M Ⅰ Ⅰ 杭体降伏

直角 F Ⅰ Ⅰ 杭体降伏

昭和46年
耐震指針

J橋 P1 橋軸 F+F Ⅲ Ⅳ 杭体降伏 Wu=2Rd

備考適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動

昭和46年
耐震指針

Wu=Rd

昭和55年道示 K橋 P1
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4．液状化 (DE=1/6) 

タイプⅠ タイプⅡ

昭和46年
耐震指針

I橋 P4 橋軸 M+M Ⅲ Ⅲ 杭体降伏 Wu=Rd/2

I橋 P4 直角 F Ⅲ Ⅳ 杭体降伏

J橋 P1 直角 F Ⅲ Ⅳ 杭体降伏

橋軸 F+M Ⅰ Ⅰ 杭体降伏

直角 F Ⅰ Ⅰ 杭体降伏

昭和46年
耐震指針

J橋 P1 橋軸 F+F Ⅲ Ⅴ 杭体降伏 Wu=2Rd

適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動
備考

昭和46年
耐震指針

Wu=Rd

昭和55年道示 K橋 P1

 
5．液状化 (DE=0) 

タイプⅠ タイプⅡ

昭和46年
耐震指針

I橋 P4 橋軸 M+M Ⅳ Ⅴ 杭体降伏 Wu=Rd/2

I橋 P4 直角 F Ⅳ Ⅴ 杭体降伏

J橋 P1 直角 F Ⅳ Ⅴ 杭体降伏

橋軸 F+M Ⅲ Ⅳ 杭体降伏

直角 F Ⅲ Ⅲ 杭体降伏

昭和46年
耐震指針

J橋 P1 橋軸 F+F Ⅴ Ⅴ 杭体降伏 Wu=2Rd

備考適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動

昭和46年
耐震指針

Wu=Rd

昭和55年道示 K橋 P1

 
6．基本＋フーチング非線形考慮 

タイプⅠ タイプⅡ

昭和46年
耐震指針

I橋 P4 橋軸 M+M Ⅰ Ⅰ 杭体降伏 Wu=Rd/2

I橋 P4 直角 F ― ― 杭体降伏

J橋 P1 直角 F ― ― 杭体降伏

橋軸 F+M Ⅰ Ⅰ 引抜降伏

直角 F Ⅰ Ⅰ 引抜降伏

昭和46年
耐震指針

J橋 P1 橋軸 F+F Ⅲ Ⅲ 杭体降伏 Wu=2Rd

適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動
備考

昭和46年
耐震指針

Wu=Rd

昭和55年道示 K橋 P1

 
 

6.5.3 追加検討 

 前述の試算では，昭和 46 年より前に設計された場所打ち杭に対して耐震性が確認できていない．

しかし，表-3.6，表-5.2 に示す設計基準の変遷からも，設計年代に応じて設計手法や構造細目が

異なっていることが分かっている．そこで，昭和 46 年より前に設計された場所打ち杭の耐震性を

評価するため，設計年代に応じて復元設計を行い追加検討した．復元設計は J 橋の P1 橋脚を代

表橋脚として行った．検討では，設計年代別の液状化に対する影響度と杭頭部における構造細目

の違いによる変形性能や杭頭せん断耐力に違いを評価するとともに，実材料強度を推定したもの

で耐震性能の再評価を行う． 

 以下，追加検討に使用した橋梁諸元と表-6.8 に整理した設計手法により復元設計を行った． 
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1) 橋脚の諸元 

橋梁名 ：J 橋 

上部工形式 ：鋼単純鈑桁橋 2 連 

基礎工形式 ：場所打ち杭φ1200，L=43.5m，5 本 

適用図書 ：昭和 46 年 道路橋耐震設計指針 

死荷重反力 ：Rd = 3580 kN 

上部構造分担重量 ：Fix＋Fix 橋軸方向   Wu= 7150 kN (2 連分) 

       橋軸直角方向 Wu= 3580 kN 

  

この他に荷重規模の影響を検証するため，支承条件を変更した設計条件でも試算を行った．

図-6.20 に復元設計に使用した J 橋 P1 橋脚の構造図を示す． 

支承条件 ：固定＋可動支持 

  Fix＋Mov 橋軸方向   Wu= 3580 kN (1 連分) 

 橋軸直角方向 Wu= 3580 kN 

   

図-6.20 P1 橋脚構造図 

 

表-6.8 復元設計手法 

昭和46年
より前

昭和46年
耐震設計指針

昭和55年
道路橋示方書

無 S46耐震指針に準拠 S55道示に準拠

Ⅱ種地盤 0.20 0.25 0.25

Ⅲ種地盤 0.30 0.30 0.30

慣用法 変位法 変位法

－ 地震時＝常時 地震時＝常時

Terzaghiの式

Meyerhfの式
S51下部構造設計指針

杭基礎設計篇
S55道示

設計年代

設計水平震度

液状化に対する設計

安定計算法

地盤反力係数kH

極限支持力式
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 復元設計に使用した地盤条件を表-6.9，表-6.10 に示す．Ⅱ種地盤とⅢ種地盤は第 3 層 (第 4 層) 

の層厚を 3m，10m に変化させることで再現している．なお，フーチング底面位置は GL-3.0m と

仮定しており，杭長 L はそれぞれⅡ種地盤で L=21.5m，Ⅲ種地盤で L=28.5m としている．復元

設計に使用する液状化の影響であるが，昭和 46 年より前に設計された基礎は液状化に対する設計

が行われていないため，全ての地盤ケースで DE=1 としている．昭和 46 年の耐震設計指針を用い

た復元設計では，液状化に対する設計が行われているが，液状化層が存在する場合には抵抗率 FL

値によらず支持力を無視するため全ての地盤ケースで DE=0 となる．昭和 55 年の道路橋示方書に

よる復元設計では，設計当時の基準に従った低減係数とし，この数値は，概ね平成 14 年の道路橋

示方書Ⅴで算定された低減係数と同値であった．なお，昭和 46 年の復元設計では液状化層厚が杭

頭から 2m となる「Ⅱ種地盤－1B」または「Ⅲ種地盤－1B」を使用する．これは，他の設計年代

と同じ地盤条件とした場合には杭頭部の 7m が突出条件となり，このような地盤条件で場所打ち

杭が採用されるケースが想定できないためである． 

  

表-6.9 Ⅱ種地盤を想定した地盤条件 

1．Ⅱ種地盤－1A (レベル 2 地震時：液状化低減係数 DE=0) 

S46前 S46 S55

第１層 砂質土 10.0 4 － 23 17 1 0 1/3 0

第２層 粘性土 10.0 6 36 － 15 ---

第３層 砂質土 3.0 15 － 30 19 ---

第４層 砂れき 4.0 50 － － 20 ---

27.0調査深度

レベル１地震時 レベル２
地震時

---

---

---

地盤の
種類

層厚
(m)

平均
Ｎ値

粘着力

ｃ(kN/m2)

せん断抵

抗角
φ(°)

単位体積
重量

γ(kN/m3)

低減係数ＤＥ

 

2．Ⅱ種地盤－1B (レベル 2 地震時：液状化低減係数 DE=0) 

S46前 S46 S55

第１層 砂質土 5.0 3 － 22 17 1 0 1/3 0

第２層 砂質土 5.0 12 － 28 17 1 1 1 2/3

第３層 粘性土 10.0 6 36 － 15 ---

第４層 砂質土 3.0 15 － 30 19 ---

第５層 砂れき 4.0 50 － － 20 ---

27.0

せん断抵
抗角

φ(°)

単位体積

重量

γ(kN/m
3
)

地盤の
種類

層厚
(m)

平均
Ｎ値

粘着力

ｃ(kN/m
2
)

低減係数ＤＥ

レベル１地震時 レベル２
地震時

---

---

調査深度

---

 

3．Ⅱ種地盤－2 (レベル 2 地震時：液状化低減係数 DE=1/3) 

S46前 S46 S55

第１層 砂質土 10.0 8 － 26 17 1 0 2/3 1/3

第２層 粘性土 10.0 6 36 － 15 ---

第３層 砂質土 3.0 15 － 30 19 ---

第４層 砂れき 4.0 50 － － 20 ---

27.0調査深度

---

---

---

レベル１地震時

低減係数ＤＥ

レベル２
地震時

単位体積
重量

γ(kN/m
3
)

せん断抵
抗角

φ(°)

粘着力

ｃ(kN/m
2
)

平均
Ｎ値

層厚
(m)

地盤の
種類
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4．Ⅱ種地盤－3 (レベル 2 地震時：液状化低減係数 DE=2/3) 

S46前 S46 S55

第１層 砂質土 10.0 11 － 28 17 1 1 1 2/3

第２層 粘性土 10.0 6 36 － 15 ---

第３層 砂質土 3.0 15 － 30 19 ---

第４層 砂れき 4.0 50 － － 20 ---

27.0調査深度

レベル１地震時 レベル２
地震時

---

---

---

地盤の
種類

層厚
(m)

平均
Ｎ値

粘着力

ｃ(kN/m
2
)

せん断抵
抗角

φ(°)

単位体積
重量

γ(kN/m
3
)

低減係数ＤＥ

 

 

表-6.10 Ⅲ種地盤を想定した地盤条件 

1．Ⅲ種地盤－1A (レベル 2 地震時：液状化低減係数 DE=0) 

S46前 S46 S55

第１層 砂質土 10.0 4 － 23 17 1 0 1/3 0

第２層 粘性土 10.0 6 36 － 15 ---

第３層 砂質土 10.0 15 － 30 19 ---

第４層 砂れき 4.0 50 － － 20 ---

34.0調査深度

---

---

---

粘着力

ｃ(kN/m2)

せん断抵
抗角

φ(°)

単位体積
重量

γ(kN/m3)

低減係数ＤＥ

レベル１地震時 レベル２
地震時

地盤の
種類

層厚
(m)

平均
Ｎ値

 

2．Ⅲ種地盤－1B (レベル 2 地震時：液状化低減係数 DE=0) 

S46前 S46 S55

第１層 砂質土 5.0 3 － 22 17 1 0 1/3 0

第２層 砂質土 5.0 12 － 28 17 1 1 1 2/3

第３層 粘性土 10.0 6 36 － 15 ---

第４層 砂質土 10.0 15 － 30 19 ---

第５層 砂れき 4.0 50 － － 20 ---

34.0

地盤の
種類

層厚
(m)

平均
Ｎ値

粘着力

ｃ(kN/m
2
)

せん断抵
抗角

φ(°)

単位体積

重量

γ(kN/m
3
)

調査深度

---

低減係数ＤＥ

レベル１地震時 レベル２
地震時

---

---

 

3．Ⅲ種地盤－2 (レベル 2 地震時：液状化低減係数 DE=1/3) 

S46前 S46 S55

第１層 砂質土 10.0 8 － 26 17 1 0 2/3 1/3

第２層 粘性土 10.0 6 36 － 15 ---

第３層 砂質土 10.0 15 － 30 19 ---

第４層 砂れき 4.0 50 － － 20 ---

34.0調査深度

---

---

せん断抵
抗角

φ(°)

単位体積
重量

γ(kN/m3)

低減係数ＤＥ

レベル１地震時 レベル２
地震時

---

地盤の
種類

層厚
(m)

平均
Ｎ値

粘着力

ｃ(kN/m2)
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4．Ⅲ種地盤－3 (レベル 2 地震時：液状化低減係数 DE=2/3) 

S46前 S46 S55

第１層 砂質土 10.0 11 － 28 17 1 1 1 2/3

第２層 粘性土 10.0 6 36 － 15 ---

第３層 砂質土 10.0 15 － 30 19 ---

第４層 砂れき 4.0 50 － － 20 ---

34.0調査深度

レベル１地震時 レベル２
地震時

---

---

---

地盤の
種類

層厚
(m)

平均
Ｎ値

粘着力

ｃ(kN/m2)

せん断抵
抗角

φ(°)

単位体積
重量

γ(kN/m3)

低減係数ＤＥ

 

 

各設計年代の適用基準にて復元設計を行った試算結果を表-6.11 に示す．レベル 2 地震動で液状

化による低減係数 DE=0 となる地盤条件の試算結果を見ると，昭和 55 年の道路橋示方書と昭和

46 年より前の基準で復元設計したものとで，杭本数が大きく異なっており昭和 46 年より前に設

計されたものは，液状化地盤において耐震性に劣るのが試算結果から分かる．
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 設計年代に応じて，杭頭部の構造細目が異なるため各設計年代において損傷度判定に使用する

許容塑性率とせん断耐力が変わる．判定に使用する許容塑性率とせん断耐力を表-6.12，表-6.13

に示す． 

                   帯鉄筋量の規定 

   昭和 46 年より前    ：杭体全区間で D13ctc300mm 

   昭和 46 年耐震設計指針 ：杭頭付近 (2.4m) で D13ctc150mm (側断面積の規定なし) 

   昭和 55 年道路橋示方書 ：杭頭付近 (2.4m) で D16ctc150mm (側断面積 0.2％考慮) 

 

表-6.12 場所打ち杭基礎の損傷度区分 

 
昭和 46 年 

より前 

昭和 46 年 

耐震設計指針 

昭和 55 年  

道路橋示方書 

損傷度Ⅲ μa=2 μa=3 μa=4 

損傷度Ⅳ μa=4 μa=6 μa=8 

 

表-6.13 設計年代別の杭のせん断耐力 

Ⅱ－１A MF Ⅱ－1B FF Ⅱ－１A FF

D13, s=300mm D13, s=150mm D16, s=150mm

コンクリートが負担するせん断耐力 Sc (kN) 545 566 521

斜引張鉄筋が負担するせん断耐力 Ss (kN) 203 406 637

せん断耐力 Ps (kN) 748 972 1158

杭本数 n (本) 4 8 12

せん断耐力 Ps (kN) 2991 7775 13892

昭和46年
より前

昭和46年
耐震設計指針

昭和55年
道路橋示方書

帯鉄筋

解析モデル
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(4) 検討結果 

表-6.14，表-6.15 に各ケースの損傷度判定結果を示す．ここで，表-6.14 は杭体のせん断破壊

を無視した試算結果であり，表-6.15 は杭体のせん断破壊を考慮した荷重変位関係に従いせん断

破壊点で「損傷度Ⅴ」と判定したものである．  

   

① 曲げ性能照査 

・地盤強度[1] （液状化低減係数 DE=0）の最も弱い地盤での水平力[小]の条件「Ⅱ-1A MF」

で，曲げの耐震性能として，タイプⅡで損傷度Ⅴとなる． 

・地盤強度[2’]（液状化低減係数 DE=1/6），水平力[大]の条件で，「Ⅱ-2’ F+F」で，曲げの耐

震性能として，タイプⅡで損傷度Ⅴとなる． 

・上記以外，すなわち地盤強度[2][3]（液状化低減係数 DE=1/3,2/3）の場合には，曲げの耐震

性能として損傷度Ⅲ～Ⅳとなる． 

 

したがって，昭和 46 年より前に着目した場合には，次のことが言える． 

・昭和 46 年より前の地盤強度[1]（液状化低減係数 DE=0）では，曲げの耐震性能として損傷

度Ⅴと判断する． 

・逆に，地盤強度[2][3]（液状化による低減はあるが，水平方向バネがゼロではない）では，

曲げに対しては，損傷度Ⅲ～Ⅳ程度となる． 

 

表-6.14 杭体のせん断破壊を無視した損傷度判定結果 

タイプⅠ タイプⅡ

Ⅱ-1A MF Ⅱ種 0 M+F Ⅳ Ⅴ 全杭降伏 Wu=1径間分

Ⅱ-2' MF M+F Ⅲ Ⅳ 全杭降伏 Wu=1径間分

Ⅱ-2' FF F+F Ⅲ Ⅴ 全杭降伏 Wu=2径間分

Ⅲ-2' MF M+F Ⅲ Ⅲ 全杭降伏 Wu=1径間分

Ⅲ-2' FF F+F Ⅲ Ⅳ 全杭降伏 Wu=2径間分

Ⅱ-2 MF M+F Ⅰ,Ⅱ Ⅳ 引抜降伏 Wu=1径間分

Ⅱ-2 FF F+F Ⅲ Ⅳ 引抜降伏 Wu=2径間分

Ⅲ-2 MF M+F Ⅰ,Ⅱ Ⅲ 全杭降伏 Wu=1径間分

Ⅲ-2 FF F+F Ⅲ Ⅲ 全杭降伏 Wu=2径間分

Ⅱ-3 MF M+F Ⅰ,Ⅱ Ⅳ 引抜降伏 Wu=1径間分

Ⅱ-3 FF F+F Ⅰ,Ⅱ Ⅳ 引抜降伏 Wu=2径間分

Ⅲ-3 MF M+F Ⅰ,Ⅱ Ⅰ ,Ⅱ 引抜降伏 Wu=1径間分

Ⅲ-3 FF F+F Ⅰ,Ⅱ Ⅰ ,Ⅱ 引抜降伏 Wu=2径間分

Ⅱ-1B FF Ⅱ種 F+F Ⅰ,Ⅱ Ⅲ 全杭降伏 Wu=2径間分

Ⅲ-1B FF Ⅲ種 F+F Ⅰ,Ⅱ Ⅲ 全杭降伏 Wu=2径間分

Ⅱ-1A FF Ⅱ種 F+F Ⅲ Ⅳ 全杭降伏 Wu=2径間分

Ⅲ-1A FF Ⅲ種 F+F Ⅲ Ⅲ 全杭降伏 Wu=2径間分

Ⅱ-2 FF Ⅱ種 F+F Ⅰ,Ⅱ Ⅲ 全杭降伏 Wu=2径間分

Ⅲ-2 FF Ⅲ種 F+F Ⅲ Ⅲ 全杭降伏 Wu=2径間分

昭和46年より前 Ⅱ-2 FF(材) Ⅱ種 1/3 F+F Ⅲ Ⅳ 引抜降伏 Wu=2径間分

昭和46年耐震 Ⅱ-1B FF(材) Ⅱ種 0 F+F Ⅰ,Ⅱ Ⅲ 全杭降伏 Wu=2径間分

昭和55年道示 Ⅱ-2 FF(材) Ⅱ種 1/3 F+F Ⅰ,Ⅱ Ⅲ 全杭降伏 Wu=2径間分

適用
基準

モデル
名称

地盤
種別

液状化
低減係数

支承
条件

レベル2地震動
備考

Ⅱ種

昭和46年
より前

昭和46年

耐震設計指針

損傷度Ⅲ：μ=2
損傷度Ⅳ：μ=4

1/6

1/3

2/3

Ⅱ種

Ⅲ種

Ⅱ種

Ⅲ種

Ⅲ種

0
損傷度Ⅲ：μ=3
損傷度Ⅳ：μ=6

昭和55年

道路橋示方書

0
損傷度Ⅲ：μ=4
損傷度Ⅳ：μ=8

1/3

 

 

② 杭体のせん断破壊点を考慮 

・曲げ破壊先行の P-δ曲線上で杭体のせん断破壊点を考慮すると，昭和 46 年より前，昭和

46 年の耐震設計指針の多くのケースでせん断破壊により「損傷度Ⅴ」となる． 
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基礎に関して，杭体のせん断破壊により，「損傷度Ⅴ」となる可能性が高いことがわかる．一方，

昭和 55 年道示については，せん断破壊を考慮した場合に，損傷度Ⅴとなるケースが 1 ケース存

在する．以下，昭和 55 年道示でせん断破壊により「損傷度Ⅴ」となるケースについて検討を加

える． 

 

a) せん断破壊を考慮した応答塑性率 

・杭体がせん断破壊した後も，地中であれば大気中と異なり周辺地盤からの受働抵抗 

(拘束圧) によって杭径が保持され直ちに崩壊することはないと考えられる．このた

め，軸方向鉄筋の座屈は無く帯鉄筋分の残存せん断耐力があると仮定したモデルで

P－δ曲線を算定し，応答塑性率を算出する手法である． 

・せん断破壊を考慮したときの応答塑性率の算出では，比較のため以下の 2 ケース実

施した． 

S46 前,Ⅱ-2, F+F (Ⅱ種地盤，液状化低減係数 DE=1/3，Fix＋Fix) 

S55   ,Ⅱ-2, F+F (          〃             ) 

 

b) 実際の材料強度を推定した損傷度判定 

・実構造物の強度は，設計時の強度よりも大きいことが一般的である．推定される実

際の材料強度として文献 36) 等を参考に，表-6.16 に示す値を適用する． 

・レベル 2 地震動に対する照査において，材料強度の変更を考慮する項目は以下の通

りとする． 

   杭体の M－φ算出 

   せん断耐力の算出 

   荷重漸増解析における杭体の材料特性 

・材料強度推定による解析は，各年代でせん断破壊により「損傷度Ⅴ」となる以下の

橋脚を対象とした． 

S46 前 Ⅱ-2 F+F 

S46   Ⅱ-1B F+F 

S55   Ⅱ-2 F+F 

 

表-6.16 材料強度の推定 

設計 強度変更 備考

コンクリートの設計基準強度 σck (N/mm
2
) 24 36 1.5倍

ヤング係数 Ec (N/mm
2
) 25000 29800 σck=36N/mm

2
相当のEc

平均せん断応力度 τc (N/mm
2
) 0.35 0.394 σck=36N/mm

2
相当のτc

鉄筋の降伏点 σsy (N/mm
2
) 295 350 1.2倍

 

 

(6) せん断破壊のモデル化 

  杭体のせん断破壊が先行する場合の解析法について整理する．本研究では杭体にせん断破壊

が先行する場合においても，大気中にある橋脚柱のような脆性的な破壊とは異なり，帯鉄筋や

軸方向鉄筋による耐力，周辺地盤からの受働土圧抵抗によって，ある程度の残存耐力が期待で

きると考えられる．そして，せん断破壊後の変形性能を確認するため，図-6.25 の P δ 曲線を

通る解析モデルを提案した． 
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(8) 実際の材料強度を推定した損傷度判定 

前述した S55Ⅱ-2F+F のケースは，せん断破壊を考慮した応答塑性率μ=2.14 からもわかる

ように，その程度を考えれば，S46 より前に比べて軽微と考えられる．ここでは，材料強度を

考慮した検証を行い，損傷度を検討する． 

 

 a) 平成 14 年の道路橋示方書のせん断耐力算定式 

平成 14 年の道路橋示方書Ⅳ5.2.3 におけるせん断耐力の算定は，以下のとおりである． 
 

s

dA
S

dbccccS

SSP

syw
s

cNptecc

scs

15.1

cossin
  
････････････････････････････ (5.2.1) 

  ここに， 

Ps ：せん断耐力 (N) 

Sc ：コンクリートの負担するせん断耐力 (N) 

Ss ：斜引張鉄筋の負担するせん断耐力 (N) 

τc ：コンクリートが負担できる平均せん断応力度 (N/mm2) で表-5.2.1 の値を用いる 

cc ：荷重の正負交番繰返し作用の影響に関する補正係数 

ce ：部材断面の有効高 d に関する補正係数 

cpt ：軸方向引張鉄筋比 ptに関する補正係数 

cN ：軸方向圧縮力による補正係数 

b ：部材断面幅 (mm) 

d ：部材断面の有効高 (mm) 

Aw ：間隔 s 及び角度θで配置される斜引張鉄筋の断面積 (mm2) 

σsy ：斜引張鉄筋の降伏点 (N/mm2) 

s ：斜引張鉄筋の部材軸方向の間隔 (mm) 

θ ：斜引張鉄筋が部材軸方向となす角度 (°) 

 

表-5.2.1 コンクリートが負担できる平均せん断応力度 τc（N/mm2） 

コンクリートの設計基準強度σck 21 24 27 30 40 

コンクリートが負担できる平均せん断応力度τc 0.33 0.35 0.36 0.37 0.41

  

上式の中で，材料強度に関するものは，コンクリートの平均せん断応力度 (τc) および鉄筋

の降伏強度 (σsy) となる．材料強度には，表-6.16 に示す値を使用した． 

 

 b) S55Ⅱ-2 F+F への適用 

S55Ⅱ-2 F+F のケースにおいて杭頭部分のせん断耐力および材料強度を変更したせん断耐力

を算出する．ここで，損傷度の確認は，S55Ⅱ-2F+F の他に，比較として，「S46 前Ⅱ-2F+F」

および「S46Ⅱ-1B」のケースでも検討するため，全 3 ケースのせん断耐力を表-6.17 に示す． 
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表-6.17 杭体のせん断耐力 

基本 強度変更 基本 強度変更 基本 強度変更

コンクリートが負担するせん断耐力 Sc (kN) 578 650 566 637 535 602

斜引張鉄筋が負担するせん断耐力 Ss (kN) 203 241 406 482 637 755

せん断耐力 Ps (kN) 781 891 972 1119 1171 1357

S46前 Ⅱ－2 F+F S46 Ⅱ－1B F+F S55 Ⅱ－2 F+F

 

 

 c) 損傷度の比較 

表-6.18 に，設計年代別 3 ケースの損傷度を示す．表中の「応答塑性率の比」は，曲げ破壊が

先行すると仮定した場合に得られる応答塑性率μrⅡに対するせん断破壊時の塑性率μrPs の比率

を示している．この値が 1.0 以下の場合に，レベル 2 地震動タイプⅡの応答値に対して，せん

断破壊が先行することを表している． 

 

・材料強度を上げているため曲げ破壊を想定した応答塑性率は小さくなり，せん断破壊

する点の塑性率は大きくなる． 

・S46 前Ⅱ-2 F+F および S46Ⅱ-1B の応答塑性率の比は，若干緩和されるものの，1.0

以下となりせん断破壊が先行し，せん断破壊による「損傷度Ⅴ」の結果は変わらない． 

・S55Ⅱ-2 F+F のケースでは，応答塑性率の比が 1.0 以下であったものが，2 程度にな

り，せん断破壊による「損傷度Ⅴ」から，帯鉄筋の残存耐力を考慮したエネルギー一

定則を用いた曲げの照査により「損傷度Ⅲ」となる． 
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表-6.18 せん断破壊を考慮した場所打ち杭の損傷度判定結果 

1．杭体のせん断破壊を無視した場合 

F+F F+F F+F F+F F+F F+F

Ⅱ種 Ⅱ種 Ⅱ種 Ⅱ種 Ⅱ種 Ⅱ種

Ⅱ-2 FF Ⅱ-2 FF
材料強度変更

Ⅱ-1B FF Ⅱ-1B FF
材料強度変更

Ⅱ-2 FF Ⅱ-2 FF
材料強度変更

損傷度Ⅰ,Ⅱ 1 1 1 1 1 1

損傷度Ⅲ 2 2 3 3 4 4

損傷度Ⅳ 4 4 6 6 8 8

応答塑性率μrⅠ 1.197 1.094 0.905 0.810 0.858 0.778

損傷度 損傷度Ⅲ 損傷度Ⅲ 損傷度Ⅰ,Ⅱ 損傷度Ⅰ,Ⅱ 損傷度Ⅰ,Ⅱ 損傷度Ⅰ,Ⅱ

応答塑性率μrⅡ 3.389 2.962 2.214 1.813 2.009 1.675

損傷度 損傷度Ⅳ 損傷度Ⅳ 損傷度Ⅲ 損傷度Ⅲ 損傷度Ⅲ 損傷度Ⅲ

昭和46年より前 昭和46年耐震設計指針 昭和55年道路橋示方書

液状化低減係数DE 1/3 0 1/3

支承条件

地盤種別

モデルケース

許容塑性率

レベル２地震動
（タイプⅠ）

適用基準

レベル２地震動
（タイプⅡ）  

 

2．杭体のせん断破壊を考慮した場合 

F+F F+F F+F F+F F+F F+F

Ⅱ種 Ⅱ種 Ⅱ種 Ⅱ種 Ⅱ種 Ⅱ種

Ⅱ-2 FF Ⅱ-2 FF
材料強度変更

Ⅱ-1B FF Ⅱ-1B FF
材料強度変更

Ⅱ-2 FF Ⅱ-2 FF
材料強度変更

レベル２地震動
（タイプⅠ）

損傷度 損傷度Ⅴ 損傷度Ⅴ 損傷度Ⅰ,Ⅱ 損傷度Ⅰ,Ⅱ 損傷度Ⅰ,Ⅱ 損傷度Ⅰ,Ⅱ

レベル２地震動
（タイプⅡ）

損傷度 損傷度Ⅴ 損傷度Ⅴ 損傷度Ⅴ 損傷度Ⅴ 損傷度Ⅴ 損傷度Ⅲ

せん断破壊点
せん断破壊時の

塑性率μrPs
0.984 1.000 1.113 1.064 1.845 3.464

0.290 0.338 0.503 0.587 0.918 2.068

昭和46年より前 昭和46年耐震設計指針 昭和55年道路橋示方書

液状化低減係数DE 1/3 0 1/3

支承条件

地盤種別

モデルケース

応答塑性率の比 μrPs / μrⅡ

適用基準

 

S55Ⅱ-2 F+F のケースでは，せん断破壊により「損傷度Ⅴ」となる結果であったが，以下の

2 項目の検討により，当該ケースのせん断破壊は，S46 前や S46 に比べれば，問題にならない

程度と考えられるため，S55 の年代に関しては，せん断を考慮した照査においても「損傷度Ⅴ」

としては扱わないこととする． 

 

①せん断破壊を考慮したエネルギー一定則による応答塑性率 

  S55    ：μFr’ = 2.14 

  S46 より前：μFr’ = 10.84 

 

②実際の材料強度を考慮したせん断耐力の推定による損傷度区分 

  S55      ：損傷度Ⅴが曲げの照査により損傷度Ⅲとなる 

  S46，S46 より前：せん断破壊により損傷度Ⅴ 
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6.5.4 まとめ 

試算では，鉄筋やコンクリート強度の基準強度 (規格値) だけでなく，実際の材料強度を想定し，

耐震性能の向上を試算したケースを実施した． 

どの設計年代においても場所打ち杭基礎は，レベル 2 地震動タイプⅠに対して，概ね損傷度Ⅰ

と判定される．レベル 2 地震動タイプⅡに対しては損傷度ⅢかⅣと判定される．しかし，液状化

の影響を受ける地盤上にある場合には鋼管杭基礎と同様な傾向であり，このことが，昭和 46 年の

道路橋耐震設計指針適用以降の基礎の耐震性能を高く評価するひとつの判定基準となる．さらに，

せん断耐力に着目すると，昭和 55 年より前の設計指針を適用した基礎では，レベル 2 地震動タイ

プⅡにおいて，杭体の曲げ降伏に対してせん断破壊が先行することがわかった．これは，昭和 55

年の道路橋示方書以降，コンクリートの許容せん断応力度が低減されたこと，杭の最小帯鉄筋量

が規定されたことによるものと考えられることから，昭和 55 年以降の道路橋示方書適用か否かが

耐震性能の判断基準となる． 

1) 昭和 46 年の道路橋耐震設計指針が適用される前の基礎 

曲げ降伏に先行してせん断破壊が生じないとして解析を行った結果，土質定数の低減係数 DE=0

および 1/6 の場合，損傷度Ⅴに区分され，DE=1/3 および 2/3 の場合では損傷度Ⅳ以下に区分され

た．一方，いずれの DE値においても解析では曲げ降伏に先行してせん断破壊が生ずるため，ほと

んどが損傷度Ⅴに区分された． 

この時代に設計された基礎は，液状化に対する設計は行われていないものの，曲げ降伏に先行

してせん断破壊が生ずる可能性を無視すれば，DE値が 1/3 以上あれば損傷度がⅣ以下となる．こ

れは，この当時の安定計算が慣用法によって行われており，慣用法では現在用いられている変位

法よりも断面力が大きく算定されることを試算により確認している． 

2) 昭和 46 年の道路橋耐震設計指針が適用された基礎 

曲げ降伏に先行してせん断破壊が生じないとして解析を行った結果，DE=0 および 2/3 のいずれ

の場合でも損傷度Ⅳ以下に区分された．一方，いずれの DE値においても解析では曲げ降伏に先行

してせん断破壊が生ずるため，損傷度Ⅴに区分された． 

この時代に設計された基礎は，液状化に対する設計が行われているため，曲げ降伏に先行して

せん断破壊が生ずる可能性を無視すれば，DE値に関わらず損傷度がⅣ以下となる． 

3) 昭和 55 年の道路橋示方書が適用された基礎 

曲げ降伏に先行してせん断破壊が生じないとして解析を行った結果，DE=0 および 1/3 ともに損

傷度Ⅲ以下に区分された．なお，試算では曲げ降伏に先行してせん断破壊が生じない結果であっ

た． 

この理由は，昭和 55 年の道路橋示方書では，コンクリートの許容せん断応力度が低減されたこ

と，杭頭部の最小帯鉄筋量の規定が見直されたことに加え，極限支持力の推定式における先端支

持力度が低減されたために必要な杭断面 (杭本数もしくは杭径) がこれ以前に比べて増加してい

る可能性が高いことによるものと考えられる． 

以上のことから，昭和 46 年の道路橋耐震設計指針が適用される前の場所打ち杭基礎のうち，杭

頭部付近において液状化による土質定数の低減係数DE値が1/6以下となるような地盤中にあるも

のは塑性変形性能に乏しい基礎として損傷度Ⅴに区分する． 

なお，昭和 55 年の道路橋示方書が適用される以前の基礎では，曲げ降伏に先行してせん断破壊

が生じ，損傷度Ⅴに区分されるものもあった．しかし，杭は土中部にあり設計で考慮していない

周辺地盤からの拘束効果や押込み杭側に卓越する圧縮応力によるひび割れ抑制効果によってせん

断耐力が増加すると考えられ，これまで杭頭部にせん断破壊が生じた被災事例が見受けられない
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ことを理由に，全体評価として損傷度Ⅳ以下と扱うこととした． 

以上の計算結果をまとめると表-6.19 のようになる． 

 

表-6.19 場所打ち杭の液状化の程度と設計年代による損傷度の傾向 

土質定数の

低減係数 

昭和 46 年 

より前 

昭和 46 年 

耐震指針 

昭和 55 年 

道路橋示方書

DE=0 
Ⅴ 

Ⅳ以下 Ⅲ以下 
DE=1/6 

DE=1/3 
Ⅳ以下 

DE=2/3 
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6.6.2 試算結果 

 試算の結果を表-6.21 に示す．そして，杭基礎に対する液状化の影響は，杭頭付近の層 10m 程

度を地盤の種類によらず低減することで評価している． 

(1) RC 杭 

RC 杭基礎は液状化の有無に拠らず損傷度 V になる基礎が複数存在する．さらに，せん断耐力

に着目すると，レベル 2 地震動では杭のせん断破壊が先行し脆性的な破壊になると考えられる． 

(2) PC 杭 

PC 杭基礎はレベル 2 タイプ I においては損傷度Ⅰ，レベル 2 地震動タイプⅡでは損傷度Ⅲと判

定された．しかし，液状化の影響を受ける地盤では，レベル 2 地震動タイプⅡにおいて損傷度 V

と判定された．また，せん断耐力に着目すると，杭のせん断破壊が先行し損傷度 V と判定される． 

 したがって，既製コンクリート杭はせん断破壊が先行するため，損傷度Ⅴとして扱うこととし

た． 

表-6.21 既製コンクリート杭の損傷度判定結果 

1．基本 ケース (液状化なし＋フーチング前面抵抗考慮) 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅲ Ⅴ

直角 F

橋軸 F Ⅴ Ⅴ

直角 F Ⅳ Ⅴ

橋軸 M Ⅰ Ⅲ

直角 F

橋軸 F Ⅳ Ⅴ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 M+F Ⅳ Ⅴ

直角 F Ⅳ Ⅴ

橋軸 M+F Ⅲ Ⅲ

直角 F Ⅲ Ⅳ

橋軸 F Ⅰ Ⅲ

直角 F Ⅰ Ⅲ

備考適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動

昭和46年耐震

指針より前

M橋

P1
φ200

実橋
P2
φ200

P1
φ300

杭径の比較対象
P2
φ300

N橋

P1
1種

実橋

P1
2種

1,2種の比較対象

O橋 P6

 
2．液状化 (DE=2/3) 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅳ Ⅴ

直角 F

橋軸 F Ⅴ Ⅴ

直角 F Ⅴ Ⅴ

橋軸 M

直角 F

橋軸 F

直角 F

橋軸 M+F Ⅳ Ⅴ

直角 F Ⅳ Ⅴ

橋軸 M+F

直角 F

橋軸 F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅰ Ⅲ

適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動
備考

昭和46年耐震

指針より前

M橋

P1
φ200

実橋
P2
φ200

P1
φ300

杭径の比較対象
P2
φ300

N橋

P1
1種

実橋

P1
2種

1,2種の比較対象

O橋 P6
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3．液状化 (DE=1/3) 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅳ Ⅴ

直角 F

橋軸 F Ⅴ Ⅴ

直角 F Ⅴ Ⅴ

橋軸 M

直角 F

橋軸 F

直角 F

橋軸 M+F Ⅴ Ⅴ

直角 F Ⅳ Ⅴ

橋軸 M+F

直角 F

橋軸 F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅰ Ⅴ タイプⅡ杭終局

備考適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動

昭和46年耐震

指針より前

M橋

P1
φ200

実橋
P2
φ200

P1
φ300

杭径の比較対象
P2
φ300

N橋

P1
1種

実橋

P1
2種

1,2種の比較対象

O橋 P6

 
4．液状化 (DE=1/6) 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅴ Ⅴ

直角 F

橋軸 F Ⅴ Ⅴ

直角 F Ⅴ Ⅴ

橋軸 M

直角 F

橋軸 F

直角 F

橋軸 M+F Ⅴ Ⅴ

直角 F Ⅴ Ⅴ

橋軸 M+F

直角 F

橋軸 F Ⅴ Ⅴ

直角 F Ⅲ Ⅴ タイプⅡ杭終局

適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動
備考

昭和46年耐震

指針より前

M橋

P1
φ200

実橋
P2
φ200

P1
φ300

杭径の比較対象
P2
φ300

N橋

P1
1種

実橋

P1
2種

1,2種の比較対象

O橋 P6

 
5．液状化 (DE=0) 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅴ Ⅴ

直角 F

橋軸 F Ⅴ Ⅴ

直角 F Ⅴ Ⅴ

橋軸 M Ⅴ Ⅴ

直角 F

橋軸 F Ⅴ Ⅴ

直角 F Ⅴ Ⅴ

橋軸 M+F Ⅴ Ⅴ

直角 F Ⅴ Ⅴ

橋軸 M+F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅳ Ⅴ

橋軸 F Ⅲ Ⅴ

直角 F Ⅲ Ⅴ タイプⅡ杭終局

備考適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動

昭和46年耐震

指針より前

M橋

P1
φ200

実橋
P2
φ200

P1
φ300

杭径の比較対象
P2
φ300

N橋

P1
1種

実橋

P1
2種

1,2種の比較対象

O橋 P6
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6．基本＋フーチング非線形考慮 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M ― ― 配筋資料無し

直角 F

橋軸 F ― ― 配筋資料無し

直角 F ― ― 張出し無し

橋軸 M

直角 F

橋軸 F

直角 F

橋軸 M+F ― ― 配筋資料無し

直角 F ― ― 配筋資料無し

橋軸 M+F ― ― 配筋資料無し

直角 F ― ― 配筋資料無し

橋軸 F Ⅰ Ⅲ フーチング未降伏

直角 F Ⅰ Ⅲ フーチング未降伏

適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動
備考

P1
2種

O橋

昭和46年耐震

指針より前

M橋

P1
φ200

P2
φ200

P1
φ300

P2
φ300

N橋

P1
1種

P6

 
7．杭頭のせん断破壊考慮 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅲ せん断破壊 khs=0.37

直角 F khs=0.37

橋軸 F せん断破壊 せん断破壊 khs=0.16

直角 F Ⅳ Ⅴ khs=0.37

橋軸 M Ⅰ Ⅲ khs=0.81

直角 F khs=0.65

橋軸 F せん断破壊 せん断破壊 khs=0.28

直角 F Ⅲ Ⅳ khs=0.65

橋軸 M+F せん断破壊 せん断破壊 khs=0.26

直角 F Ⅳ Ⅴ khs=0.50

橋軸 M+F せん断破壊 せん断破壊 khs=0.26

直角 F Ⅲ せん断破壊 khs=0.50

橋軸 F せん断破壊 せん断破壊 khs=0.25

直角 F せん断破壊 せん断破壊 khs=0.42

せん断破壊震度適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル2地震動

P1
1種

P1
2種

O橋 P6

昭和46年耐震

指針より前

M橋

P1
φ200

P2
φ200

P1
φ300

P2
φ300

N橋
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4) S 橋（昭和 46 年耐震設計指針） 

上  部  工：--- 

支   間：--- 

基   礎：ニューマチックケーソン基礎（形状：円形（φ7.5m），L=16.000m） 

支 持 層：砂質土（N＞50） 

地盤種別  ：Ⅲ種地盤 

 

 

 

 
図-6.42 S 橋 
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6.7.3 試算結果 

試算結果を表-6.24 に示す．一般に既設ケーソン基礎は基礎本体の曲げ耐力が小さく変形性能

が乏しい基礎となる．そして，液状化に対する設計が取り入れられた昭和 46 年の道路橋耐震設

計指針を境に耐震性が異なっており，曲げ耐力に着目すると，昭和 46 年より前では損傷度 V

に至る例も複数見られ，昭和 46 年以降では損傷度Ⅲ程度に収まるものと評価された．しかし，

せん断耐力に着目すると，レベル 1 地震動においてもせん断破壊が生じ損傷度 V となるケース

が複数見られる．しかし，これまでの被災事例からすると，試算結果は実態を捉えていないも

のと考えられる．  

 

 (1) 既設ケーソン基礎の耐震性能 

既設ケーソン基礎については，概ねレベル 1 地震動に対しては損傷度Ⅰとなり，耐震性能を

満足しているが，昭和 46 年の道路橋耐震設計指針より前の橋梁ではレベル 2 地震動で損傷度Ⅴ

となる．昭和 45 年の下部構造設計指針より前は，軸方向鉄筋に対する明確な基準が無いことか

ら，表-6.23 に示すように断面に対する軸方向鉄筋量にばらつきがあり，耐震性能に差異が生じ

ている．また，せん断照査を考慮した場合，R 橋では全てせん断破壊が先行する傾向となって

おり，これは軸方向鉄筋比 (pt=1.60%) に対して水平方向の鉄筋量 (pw=0.26%) が小さい傾向

にあるためと考えられる． 

 

表-6.24 ケーソン基礎の損傷度判定結果 

1．曲げ破壊が前提 (せん断破壊を無視した損傷度) 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅰ Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

直角 F Ⅲ Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

橋軸 F Ⅰ Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

直角 F Ⅰ Ⅲ Ⅲ 前面地盤60%塑性化

橋軸 F Ⅰ Ⅲ Ⅴ 基礎体降伏

直角 F Ⅰ Ⅳ Ⅴ 基礎体降伏

橋軸 F Ⅰ Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

直角 F Ⅰ Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

橋軸 F Ⅰ Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

直角 F Ⅰ Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

昭和46年耐震

設計指針

T橋 P2

S橋 P154

昭和46年耐震

指針より前

P橋 PB

Q橋 P5

R橋 P583

適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル1
地震動

レベル2地震動

備考

 
2．せん断破壊考慮 

タイプⅠ タイプⅡ

橋軸 M Ⅰ Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

直角 F Ⅲ Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

橋軸 F せん断 せん断 せん断 せん断破壊(kh=0.22)

直角 F Ⅰ Ⅲ Ⅲ 前面地盤60%塑性化

橋軸 F せん断 せん断 せん断 せん断破壊(kh=0.28)

直角 F せん断 せん断 せん断 せん断破壊(kh=0.25)

橋軸 F Ⅰ Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

直角 F Ⅰ Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

橋軸 F Ⅰ せん断 せん断 せん断破壊(kh=0.37)

直角 F Ⅰ せん断 せん断 せん断破壊(kh=0.34)

R橋 P583

昭和46年耐震

設計指針

T橋 P2

S橋 P154

昭和46年耐震

指針より前

P橋 PB

Q橋 P5

適用基準
橋梁
名称

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

レベル1
地震動

レベル2地震動
備考
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 (2) 液状化の影響 

液状化の影響を考慮した試算結果を表-6.25～表-6.26 に示す．試算は，現地盤面～10m と 10m

～20m に地層を大別し，液状化の低減係数 DEの組合せでの検証を行った．現地盤面～10m に

おける液状化の影響が大きく，一般に低減係数が DE=0 となる場合には，設計年代や形式など

によらず損傷度が 1 ランク程度下がる傾向であることがわかる．そして，軸方向鉄筋と水平方

向鉄筋が適切に配置されているQ橋やT橋では，液状化の影響を考慮した試算結果に対しても，

損傷度はⅢまたはⅣとなり耐震性が高くなる傾向を示している．  

 

表-6.25 昭和 46 年の耐震指針より前における損傷度判定結果 

10m以浅 10m以深 タイプⅠ タイプⅡ

1 1 Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

2/3 1 Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

1/3 1 Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

1/3 2/3 Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

0 1 Ⅲ Ⅳ 基礎体降伏

0 2/3 Ⅲ Ⅳ 基礎体降伏

0 1/3 Ⅲ Ⅴ 基礎体降伏

1 1 Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

2/3 1 Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

1/3 1 Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

1/3 2/3 Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

0 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

0 2/3 Ⅲ Ⅴ 基礎体降伏

0 1/3 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

液状化低減係数

昭和46年耐震

指針より前
P橋 PB

橋軸 M

橋軸直角 F

支承

条件

橋梁

名称
適用基準 備考

解析

方向

対象

橋脚

レベル2地震動

 

10m以浅 10m以深 タイプⅠ タイプⅡ

1 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

2/3 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

1/3 1 Ⅲ Ⅳ 前面地盤60%塑性化

1/3 2/3 Ⅲ Ⅳ 前面地盤60%塑性化

0 1 Ⅴ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

0 2/3 Ⅴ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

0 1/3 Ⅴ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

1 1 Ⅲ Ⅲ 前面地盤60%塑性化

2/3 1 Ⅲ Ⅲ 前面地盤60%塑性化

1/3 1 Ⅲ Ⅲ 前面地盤60%塑性化

1/3 2/3 Ⅲ Ⅲ 前面地盤60%塑性化

0 1 Ⅲ Ⅳ 前面地盤60%塑性化

0 2/3 Ⅳ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

0 1/3 Ⅳ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

適用基準
橋梁

名称

液状化低減係数

昭和46年耐震

指針より前
Q橋 P5

橋軸 F

橋軸直角 F

対象

橋脚

解析

方向

支承

条件
備考

レベル2地震動
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10m以浅 10m以深 タイプⅠ タイプⅡ

1 1 Ⅲ Ⅴ 基礎体降伏

2/3 1 Ⅲ Ⅴ 基礎体降伏

1/3 1 Ⅲ Ⅴ 基礎体降伏

1/3 2/3 Ⅲ Ⅴ 基礎体降伏

0 1 Ⅳ Ⅴ 基礎体降伏

0 2/3 Ⅳ Ⅴ 基礎体降伏

0 1/3 Ⅳ Ⅴ 基礎体降伏

1 1 Ⅳ Ⅴ 基礎体降伏

2/3 1 Ⅳ Ⅴ 基礎体降伏

1/3 1 Ⅳ Ⅴ 基礎体降伏

1/3 2/3 Ⅳ Ⅴ 基礎体降伏

0 1 Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

0 2/3 Ⅴ Ⅴ 基礎体降伏

0 1/3 Ⅳ Ⅴ 基礎体降伏

適用基準
橋梁

名称

液状化低減係数

昭和46年耐震

指針より前
R橋 P583

橋軸 F

橋軸直角 F

対象

橋脚

解析

方向

支承

条件
備考

レベル2地震動

 

 

表-6.26 昭和 46 年の耐震指針における損傷度判定結果 

10m以浅 10m以深 タイプⅠ タイプⅡ

1 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

2/3 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

1/3 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

1/3 2/3 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

0 1 Ⅲ Ⅳ 基礎体降伏

0 2/3 Ⅲ Ⅳ 基礎体降伏

0 1/3 Ⅲ Ⅳ 基礎体降伏

1 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

2/3 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

1/3 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

1/3 2/3 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

0 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

0 2/3 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

0 1/3 Ⅲ Ⅳ 基礎体降伏

適用基準
橋梁

名称

液状化低減係数

昭和46年
耐震指針

T橋 P2

橋軸 F

橋軸直角 F

対象

橋脚

解析

方向

支承

条件
備考

レベル2地震動

 

10m以浅 10m以深 タイプⅠ タイプⅡ

1 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

2/3 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

1/3 1 Ⅲ Ⅲ 前面地盤60%塑性化

1/3 2/3 Ⅲ Ⅲ 前面地盤60%塑性化

0 1 Ⅳ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

0 2/3 Ⅴ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

0 1/3 Ⅴ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

1 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

2/3 1 Ⅲ Ⅲ 基礎体降伏

1/3 1 Ⅲ Ⅲ 前面地盤60%塑性化

1/3 2/3 Ⅳ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

0 1 Ⅴ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

0 2/3 Ⅴ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

0 1/3 Ⅴ Ⅴ 前面地盤60%塑性化

適用基準
橋梁

名称

昭和46年
耐震指針

S橋 P154

橋軸 F

橋軸直角 F

対象

橋脚

解析

方向

支承

条件
備考

液状化低減係数 レベル2地震動
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4) 対象橋脚一般図 

 

 

図-6.48 対象橋脚一般図 
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5) 木杭の特性について 

木杭の耐震性を評価するにあたり，前述したように平成 14 年の道路橋示方書には木杭に関す

る物性値がないため，木杭の特性を設定してモデル化を行う必要がある．木材に関する文献と

しては，旧内務省の「木道路橋示方書 (案)」，建築基準法施行令や国交省告示等がある．これに

よると，木材の基準強度としては，表-6.27 に示す無等級材の基準強度が最低基準強度としてあ

る．許容応力度法による照査では，表-6.28 の施行令第 89 条と表-6.29 の木道路橋示方書 (案) と

で大きく異ならないため，当時の設計に適用された木道路橋示方書 (案) を優先した．  

 

・木杭の材料定数 

ヤング係数 E = 1.0×104 N/mm2 

基準圧縮強度 Fc = 22.2 N/mm2 

基準引張強度 Ft = 17.7 N/mm2 

 

表-6.27 無等級材の基準強度 (H12 国交省告示第 1452 号) (N/mm2) 

樹 種 圧縮 

Fc 

引張 

Ft 

曲げ 

Fb 

せん断

Fs 

針
葉
樹 

あかまつ,くろまつ,べいまつ 22.2 17.7 28.2 2.4 

からまつ,ひば,ひのき,べいひ 20.7 16.2 27.7 2.1 

つが,べいつが 19.2 14.7 25.2 2.1 

もみ,えぞまつ,とどまつ,べにまつ,すぎ,べいすぎ,スプルース 17.7 13.5 22.2 1.8 

広
葉
樹 

かし 27.0 24.0 38.4 4.2 

くり,なら,ぶな,けやき 21.0 18.0 29.4 3.0 

 

表-6.28 繊維方向の許容応力度 (建築基準法施行令第 89 条) (N/mm2) 

許容応力度 圧縮 引張 曲げ せん断 

長 期 1.1Fc/3 1.1Ft/3 1.1Fb/3 1.1Fs/3 

短 期 2Fc/3 2Ft/3 2Fb/3 2Fs/3 

※積雪時の許容応力度に対する長期許容応力度は 1.3 倍，短期許容応力度は 0.8 倍 
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表-6.29 木道路橋示方書 (案) の許容応力度 (N/mm2) 

種別 針葉樹 濶葉樹 

軸方向引張(純断面に付) 繊維に平行 

軸方向圧縮(純断面に付)   〃 

8.0 

7.0－0.048･(l/r) 

11.0 

8.0－0.058･(l/r) 

曲げ引張(純断面に付) 繊維に平行 

曲げ圧縮(純断面に付)   〃 

9.0 

9.0 

12.0 

12.0 

支 圧 繊維に平行 

    繊維に直角 

8.0 

2.0 

11.0 

3.5 

せん断 繊維に平行 

    繊維に直角 

0.8 

1.2 

1.2 

1.8 

    針葉樹：マツ，スギ，ヒノキ，ヒバの類 

    濶葉樹：ケヤキ，クリ，ナラ，カシの類 

    弾性係数：E=10,000N/mm2 ，l=部材の長さ (mm) ，r=部材断面の最小回転半径 (mm) 

    繊維に斜方向のときは，角度に比例して増減するものとする． 
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解析は橋軸方向および橋軸直角方向に対し実施し，解析ケースは，液状化の有無，当時の施工

能力不足を考慮し支持層に到達していない，つまり杭先端地盤の N 値が小さい状態 (ここでは N

値 15 と仮定) とした． 

 

6.8.3 試算結果のまとめ 

試算の結果を表-6.30 に示す．木杭基礎を他の杭基礎形式と同様に考えた場合，全てのケースで

損傷度 V となる．このため，杭形式とした場合木杭は明らかに耐震性に劣る基礎形式として耐震

補強の優先度の高い基礎と位置づける． 

 

表-6.30 損傷度判定結果一覧表 

タイプⅠ タイプⅡ

CASE1 Ⅴ Ⅴ 杭体降伏

CASE2 Ⅲ Ⅴ 押込み降伏→杭体降伏

CASE3 Ⅴ Ⅴ 杭体降伏

CASE4 Ⅴ Ⅴ 杭体降伏

CASE1 Ⅴ Ⅴ 杭体降伏

CASE2 Ⅴ Ⅴ 杭体降伏

CASE3 Ⅴ Ⅴ 杭体降伏

CASE4 Ⅴ Ⅴ 杭体降伏

年代
橋梁
名

対象
橋脚

解析
方向

支承
条件

解析条件
レベル2地震動

備考

昭和46年耐震
指針より前

橋軸直角
方向

橋軸
方向

P2U橋

F+M

F

 

解析条件 CASE1：液状化なし 

CASE2：不完全支持 (支持地盤 N 値 15) 

CASE3：液状化 DE=0 

CASE4：液状化 DE=1/3 
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6.9.1 対象橋梁 

ここで対象とする橋脚モデルは，次の設計条件のもとで復元設計を行った基礎とする．なお，

復元設計するもととなる橋脚は「液状化の低減係数 DE=2/3」の地盤モデルであるが，同じ復元

設計結果を用いて，液状化が生じない (DE=1) とした場合も合わせて検討している． 

 

1) 対象橋脚 

・橋梁名 ：V 橋 

・上部工 ：鋼単純鈑桁 (12 連) 

・対象橋脚 ：P6 (可動＋固定支持) 

・基礎形式 ：鋼管杭φ609.6，L＝25.0m 

 

2) 地震作用方向，上部工分担重量 

  ・橋軸方向 ：上部構造重量 (1 連) 

    ・直角方向 ：死荷重反力 

 

3) 設計年代 

  ・昭和 46 年 道路橋耐震設計指針より前 

 

4) 対象橋脚一般図 

  当時の設計図面なし 

 

5) 地盤条件 

第１層 砂質土 10.0 11 － 28 17 1 2/3 1

第２層 粘性土 10.0 6 36 － 15 ---

第３層 砂質土 3.0 15 － 30 19 ---

第４層 砂れき 4.0 50 － － 20 ---

27.0調査深度

レベル１
地震時

レベル２
地震時

低減係数ＤＥ

---

---

---

地盤の
種類

層厚
(m)

平均
Ｎ値

粘着力

ｃ(kN/m2)

せん断抵
抗角

φ(°)

単位体積
重量

γ(kN/m3)

 

  

6) 検討ケース 

表-6.31 耐震性能照査 検討ケース 

設計年代 ケース名 液状化の程度 地盤種別 水平力 

昭和 46 年より前 Ⅱ-3 M+F 
DE=2/3 Ⅱ種 

小(M+F) 
昭和 46 年耐震設計指針 Ⅱ-3 M+F 

昭和 46 年より前 Ⅱ-4 M+F 
DE=1 Ⅱ種 

昭和 46 年耐震設計指針 Ⅱ-4 M+F 
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6.9.2 試算結果 

試算結果と水平震度－水平変位関係を表-6.32，図-6.52～図-6.55 に示す．図中の損傷度区分Ⅰ

～Ⅴは，表-3.9 に示す各設計年代別に設定した許容塑性率 (損傷度Ⅲ：μ=4，損傷度Ⅳ：μ=8) に

基礎全体系の降伏変位δFy を乗じたものである．単列パイルベント橋脚の基礎は，杭本体に鋼管

杭を適用した事例が多く，かつ他の杭種に比べ変形性能に優れる鋼管杭としたケースで試算した

が，昭和 46 年前後で損傷度がそれぞれ損傷度Ⅴ，損傷度Ⅳ以下と異なるもの応答変位時における

上部工慣性力作用位置での水平変位が 1m 程度になり，上部構造に悪影響を及ぼす恐れがある．

また，過去の被災事例を鑑み，安全側の設定となるように損傷度Ⅴとして扱うこととした．ただ

し，2 列以上の複列パイルベント橋脚は，基礎杭が地表に突出した構造物として扱うことになる

ため，別途詳細検討が必要と考える． 

 

表-6.32 損傷度判定結果一覧表 

タイプⅠ タイプⅡ

昭和46年より前 Ⅲ Ⅴ 杭降伏 Wu=Rd

昭和46年耐震指針 Ⅲ Ⅳ 杭降伏 Wu=Rd

昭和46年より前 Ⅲ Ⅴ 杭降伏 Wu=Rd

昭和46年耐震指針 Ⅲ Ⅲ 杭降伏 Wu=Rd

適用基準
モデル
名称

支承
条件

レベル2地震動

備考

Ⅱ-3 MF M+F

Ⅱ-4 MF M+F
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７．道路橋基礎の耐震性評価 

 

ここでは，６章で実施した各基礎形式の荷重漸増解析結果をまとめるとともに，試設計の対象

としなかった石積みやレンガ製基礎，鋼管矢板基礎，地中連続壁基礎，PC ウエル基礎の耐震性に

ついて考える． 

 

(1) 直接基礎 

一般に基礎底面が良質な支持層に定着されていれば，直接基礎は塑性変形性能に富む基礎に分

類され，損傷度Ⅲと判定される． 

 

(2) 鋼管杭基礎 

どの設計年代においても鋼管杭基礎はレベル 2 地震動タイプ I に対しては概ね損傷度 I，レベル

2 地震動タイプⅡにおいては損傷度ⅢまたはⅣと判定される．しかし，液状化の影響を受ける地

盤を想定した場合では基礎の損傷度は大きくなり，杭頭部の地盤抵抗を全く見込めない条件

（DE=0）においてレベル 2 地震動タイプⅡで損傷度 V となるケースが多く見られる．その度合

いは昭和 46 年より前に建設された基礎で顕著であった．このことは，昭和 46 年の道路橋耐震設

計指針から各種補正係数や固有周期に応じた設計水平震度を適用する修正震度法により耐震設計

が行われており，平成 14 年の道路橋示方書に示されるレベル 1 地震動に対する設計法と大きな相

違がないことから，レベル 1 地震動に対する安全性を確保することにより，必然的にレベル 2 地

震動タイプ I の安全性も担保されていたものと考えられる．このため，昭和 46 年の道路橋耐震設

計指針適用以降の基礎については，耐震性能を高く評価できるものと考える． 

以上，設計年代及び液状化の程度に応じた試算結果をまとめると図-7.1 のようになる． 

 

図-7.1 適用基準の違いによる鋼管杭基礎の損傷度の傾向 

 

(3) 場所打ち杭基礎 

どの設計年代においても場所打ち杭基礎は，レベル 2 地震動タイプⅠに対しては概ね損傷度Ⅰ，

レベル 2 地震動タイプⅡに対しては損傷度ⅢかⅣと判定される．しかし，液状化の影響を受ける

地盤上にある場合には鋼管杭基礎と同様な傾向であり，全体として図-7.1 のような傾向を示した．

このため，昭和 46 年の道路橋耐震設計指針適用以降の基礎については，耐震性能を高く評価する

ひとつの判定基準とする．さらに，せん断耐力に着目すると，昭和 55 年より前の設計指針を適用

した基礎では，レベル 2 地震動タイプⅡにおいて，杭体の曲げ降伏に対してせん断破壊が先行す

ることがわかった．これは，昭和 55 年の道路橋示方書以降，コンクリートの許容せん断応力度が

低減されたこと，杭の最小帯鉄筋量が規定されたことによるものと考えられる．このため，昭和

55 年以降の道路橋示方書適用か否かが耐震性能の判断基準となると考えられる． 

1) 昭和 46 年の道路橋耐震設計指針が適用される前の基礎 

曲げ降伏に先行してせん断破壊が生じないとして解析を行った結果，土質定数の低減係数 DE=0

および 1/6 の場合，損傷度Ⅴに区分され，DE=1/3 および 2/3 の場合では損傷度Ⅳ以下に区分され

より前

  

液状化無

  

DE=0 

DE=0 

液状化無
以降  

損傷度Ⅴ

損傷度Ⅳ

損傷度Ⅲ

損傷度Ⅲ

S46 耐震指針
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る．一方，いずれの DE値においても解析では曲げ降伏に先行してせん断破壊が生ずるため，ほと

んどが損傷度Ⅴに区分される． 

この設計年代の基礎は，液状化に対する設計は行われていないものの，曲げ降伏に先行してせ

ん断破壊が生ずる可能性を無視すれば，DE 値が 1/3 以上あれば損傷度がⅣ以下となる．これは，

この当時の安定計算が慣用法によって行われており，慣用法では現在用いられている変位法より

も断面力が大きく算定されることを試算により確認している． 

2) 昭和 46 年の道路橋耐震設計指針が適用された基礎 

曲げ降伏に先行してせん断破壊が生じないとして解析を行った結果，DE=0 および 2/3 のいずれ

の場合でも損傷度Ⅳ以下に区分される．一方，いずれの DE値においても解析では曲げ降伏に先行

してせん断破壊が生ずるため，損傷度Ⅴに区分される． 

この設計年代の基礎は，液状化に対する設計が行われているため，曲げ降伏に先行してせん断

破壊が生ずる可能性を無視すれば，DE値に関わらず損傷度がⅣ以下となる． 

3) 昭和 55 年の道路橋示方書が適用された基礎 

曲げ降伏に先行してせん断破壊が生じないとして解析を行った結果，DE=0 および 1/3 ともに損

傷度Ⅲ以下に区分される．なお，試算では曲げ降伏に先行してせん断破壊が生じない結果であっ

た． 

昭和 55 年の道路橋示方書では，コンクリートの許容せん断応力度が低減されたこと，杭頭部の

最小帯鉄筋量の規定が設けられたことに加え，極限支持力の推定式における先端支持力度が低減

されたために必要な杭断面（杭本数もしくは杭径）がこれ以前に比べて増加している可能性が高

いことによるものと考えられる． 

以上から，昭和 46 年の道路橋耐震設計指針が適用される前の場所打ち杭基礎のうち，杭頭部付

近において液状化による土質定数の低減係数DE値が1/6以下となるような地盤中にあるものは塑

性変形性能に乏しい基礎として損傷度Ⅴに区分する． 

なお，昭和 55 年の道路橋示方書が適用される以前の基礎では，曲げ降伏に先行してせん断破壊

が生じ，損傷度Ⅴに区分されるものもあった．しかし，杭は土中部にあり設計で考慮していない

周辺地盤からの拘束効果や押込み杭側に卓越する圧縮応力によるひび割れ抑制効果によってせん

断耐力が増加すると考えられ，これまで杭頭部にせん断破壊が生じた被災事例が見受けられない

ことを理由に，全体評価として損傷度Ⅳ以下と扱うことにする． 

以上の計算結果をまとめると表-7.1 のようになる． 

 

表-7.1 場所打ち杭の液状化の程度と設計年代による損傷度の傾向 

土質定数

の低減係

数 

昭和 46 年 

より前 

昭和 46 年

耐震指針

昭和 55 年

道路橋示

方書 

DE=0 
Ⅴ 

Ⅳ以下 Ⅲ以下 
DE=1/6 

DE=1/3 
Ⅳ以下 

DE=2/3 

 

(4) 既製コンクリート杭基礎 

既製コンクリート杭のうち，採用実績の多い RC 杭と PC 杭について試算した結果を以下に示
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す． 

 

1) RC 杭 

RC 杭基礎は液状化の有無によらず損傷度 V になる基礎が複数存在する．さらに，せん断耐力

に着目すると，レベル 2 地震動では杭のせん断破壊が先行し脆性的な破壊となることが考えられ

る． 

2) PC 杭 

PC 杭基礎はレベル 2 タイプ I においては損傷度Ⅰ，レベル 2 地震動タイプⅡでは損傷度Ⅲと判

定される．しかし，液状化の影響を受ける地盤では，レベル 2 地震動タイプⅡにおいても損傷度

V と判定された．また，せん断耐力に着目すると，杭のせん断破壊が先行し損傷度 V と判定され

る． 

 したがって，既製コンクリート杭はせん断破壊が先行するため，損傷度Ⅴとして扱うことにす

る． 

ただし，既製コンクリートのうち SC 杭は，高強度コンクリートと鋼管との複合杭であるため，

鋼管杭と同様に大きな変形性能があるものとして「損傷度Ⅴ」に区分しない． 

 

(5) ケーソン基礎 

ケーソン基礎は，液状化に対する設計が取り入れられた昭和 46 年の道路橋耐震設計指針を境に

耐震性が異なっており，曲げ耐力に着目すると，昭和 46 年より前では損傷度 V に至る例も複数

見られ，昭和 46 年以降では損傷度Ⅲ程度に収まるものと評価される．しかし，せん断耐力に着目

すると，レベル 1 地震動においてもせん断破壊が生じ損傷度 V となるケースが複数見られる．こ

れまでの被災事例 25)からすると，試算結果は実態を把握していないものと考えられる．  

 

 (6) 木杭基礎 

木杭基礎は液状化の有無によらず損傷度 V となる．つまり，杭形式とした場合，木杭は明らか

に耐震性に劣る基礎形式として耐震補強の優先度の高い基礎と位置づけられる． 

一般に，地下水位以下であれば木材は健全と見なしてよい 39)．その上で，密な杭間隔で配置さ

れ，かつフーチングに結合されていないと見なせる木杭基礎は，木杭により地盤改良された地盤

上の直接基礎として扱う 40)ものとし，その詳細な耐震性の評価は今後の研究の進展を待つものと

した．写真-7.1 に木杭の設置状況を示す． 

以上より，本基礎形式が杭配置及び杭頭結合条件から，杭基礎として考えることが妥当である

場合には木材の材料強度が小さいことから「損傷度Ⅴ」に，それ以外は，直接基礎と同程度の耐

震性能を有するか，若干劣るものとして「損傷度Ⅳ以下」として扱うことにする． 
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８．液状化が生じる場合の土質定数の低減係数 DEの簡易評価法の提案 

 

8.1 目的 

 ７章で述べたように鋼管杭基礎と場所打ち杭基礎は，設計年代及び液状化の程度（DE値）が耐

震性能に影響を与えることが分かった．しかし，対象とする基礎のうち特に古い年代に建設され

た橋梁では，液状化の判定に必要な地盤調査資料（粒度試験結果等）が残っていないことも想定

される．膨大なストック数の道路橋基礎に対して耐震補強を行う優先順位を早急に決定する上で

は，全てにおいて地盤調査を行うよりも精度は劣るが，簡易な方法を提案しそれを用いるという

ことも考えられる．実際に耐震補強を行う際には，別途必要な地盤調査を行って液状化判定を行

うことは当然であるが，ここでは，液状化が生じる場合の土質定数の低減係数 DE値の簡易推定法

について検討を行った． 

 

8.2 検討方法 

平成 14 年の道路橋示方書Ⅴにおいて，液状化による土質定数の低減係数（DE値）は，動的せ

ん断強度比 R と液状化に対する抵抗率 FL によって決定され，これらの値は，標準貫入試験の N

値，現地盤面からの深度および地盤面における設計水平震度 khg の影響を大きく受ける．地盤面

における設計水平震度 khgは，表-8.1 に示すように地震動の種別（レベル 2 地震動タイプⅠor タ

イプⅡ），耐震設計上の地盤種別（Ⅰ～Ⅲ種）および地域（A,B,C）によって区分されている．そ

こで，図-8.1 に示す平成 8 年度以降に設計された全国の道路橋 80 橋の地盤調査資料に対して，地

域別に深度，標準貫入試験の N 値および液状化低減係数 DE値の関係を整理した．そして，北海

道は液状化に関する地盤調査資料を入手できなかったため，地域区分別の着色をしていない．な

お，地域別に加えて地盤種別ごとに区分して整理しようとしたが，データ数が十分でないためか，

結果として地盤種別ごとの差は出なかった．  

 

表-8.1 地盤面における設計水平震度 khg 

 レベル 2 地震動タイプⅠ レベル 2 地震動タイプⅡ 

Ⅰ種地盤 Ⅱ種地盤 Ⅲ種地盤 Ⅰ種地盤 Ⅱ種地盤 Ⅲ種地盤

Ａ地域 0.30 0.35 0.40 0.80 0.70 0.60 

Ｂ地域 0.26 0.30 0.34 0.68 0.60 0.51 

Ｃ地域 0.21 0.25 0.28 0.56 0.49 0.42 
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8.5 簡易判定ノモグラムを用いた液状化の簡易評価 

レベル 2 地震動に対する液状化の判定は，タイプ I とタイプⅡの地震動の両者に対して判定を

行い，各土層について厳しい方の結果を採用する．その観点で，簡易判定ノモグラムは両者を包

括する回帰式としている．また，液状化による土質定数の低減係数 DEは，現地盤面からの深度 0

～10m，10m～20m で変化するため，回帰式も深度に応じて変更している．一般的に，地盤の水

平抵抗に寄与する深さは，基礎天端からいわゆる基礎の特性長さ 1/  (m) の範囲であるので，

この範囲に対して液状化の判定を行うことを考えた．ここで， は平成 14 年の道路橋示方書Ⅳ下

部構造編 9.2 に解説される基礎の特性値である．この値は同じ地盤であっても基礎形式や基礎形

状によって変化し，計算によって求める必要があるが，簡易評価の目的にあっては，図-8.9 に示

すような別途設定した基礎の投影幅の関数で定義した．ここで，柱状体基礎の場合，基礎形状が

円形，矩形，小判形断面があるが，1/ が基礎の有効載荷幅 Be の関数であるため，矩形または小

判形の場合には，1/ が基礎の有効載荷幅 Be に応じて変化する．試算の結果，基礎底面積を等価

な円形断面に置換えた基礎径φとすることで，いずれの載荷方向に対しても，n×1/  (n=2，3)

となるため，基礎底面積を等価な円形断面に置換えることでよいものとした．直接基礎は，支持

力低下する恐れのない安定した良質な支持層に直接支持させることを前提としているので，現地

盤面から深度 20m の範囲にある土層に対し液状化判定を行い，基礎底面以深にある土層が液状化

しないことを確認する必要がある． 

 本研究で検討した液状化の簡易評価に使用する 1/  (m) は，前述したように地盤条件や基礎形

状から決定される．図-8.10 に場所打ち杭基礎，鋼管杭基礎，ケーソン基礎，鋼管矢板基礎に対し，

杭径または基礎の平面形状と基礎周辺の地盤条件をそれぞれ変化させたときに得られる 1/ を試

算した結果を示している．図-8.10 a) から，基礎の換算載荷幅 BHが大きくなるケーソン基礎のよ

うな柱状体基礎は 1/ が深いことが分かる．さらに，1/ を基礎形状 (杭径または基礎の平面形状) 

に応じた簡易式とするため，1/ を基礎形状 (杭径または基礎の平面形状) で除したものと地盤条

件に対し，図-8.10 b) に示すようにある程度の相関が確認されている．図-8.10 a) から N 値が小

さくなると基礎の特性長 1/ が大きくなる傾向にある．杭基礎において，1/ を杭径の関数として

いるがN値が小さくかつ杭径が小さい場合には，この関係式では危険側の評価をする恐れがある．

したがって，本資料においては下限値に 5m を設定した．そして，表-8.2 に基礎形式別の 1/  (m) 

深さの簡易式を示す．ここで，粘性土地盤の変形係数 E や粘着力 c は，一般に土質試験から求め

るが，試験値が無い場合の方法として粘着力 c による推定式 E=210･c が示されている 41)．粘着力

c については N 値から推定する式 c= (6～10) N が示されており 41)，粘性土地盤の変形係数は

E=210･c=1260N となる．一方で，砂質地盤の変形係数は N 値からの推定式 E=2800N が示され

ており，粘性土地盤 E=1260N との関係をもとに逆算したものを示している． 

 

表-8.2 基礎形式別の 1/  (m) 深さの簡易式 

基礎形式 砂質地盤の場合 粘性土地盤の場合 簡易式 

杭基礎 1/ = (5.3－0.12･N)･φ 1/ = {5.3－0.12(0.45･N)}･φ 1/ ≒5φ 

ケーソン基礎 1/ = (3.4－0.08･N)･φ 1/ = {3.4－0.08(0.45･N)}･φ 1/ ≒3φ 

鋼管矢板基礎 1/ = (1.9－0.04･N)･φ 1/ = {1.9－0.04(0.45･N)}･φ 1/ ≒2φ 

N：基礎天端付近の平均 N 値（原則として基礎天端から第 1 層の土層の N 値） 
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に示すように層厚による重みつきの平均値を求めるものとする． 

 

1/β

H1

H2

H3

DE1

DE2

DE3
液状化層

 

iEiiE HDHD 値平均  

図-8.11 平均 DE値の算出例 

 

ここに，Hiは i 番目の土層の厚さを示す．なお，基礎の特性長さ 1/β (m) の位置は必ずしも土

層境界とはならない場合があるが，Hi は土層境界の上面から 1/β (m) 位置までの厚さとしてよ

い． 

 

以下，簡易判定ノモグラムを用いた液状化の簡易評価手順を示す． 

準備する資料は，ボーリング柱状図，図-8.8 に示す該当する地域別の液状化簡易判定ノモグラ

ムである．そして，図-8.12 に示すように該当する液状化簡易判定ノモグラムに，液状化判定の対

象範囲である現地盤面から 20m まで深度別に N 値をプロットし，低減係数 DE値を読み取る． 
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９．耐震性簡易判定フローと調査票の提案 

 

9.1 目的 

本章ではこれまでの試算結果に基づき，耐震性が劣る基礎を判別する基礎の耐震性能判定フロ

ーを図-9.8 に提案する．まず，第 1 段階としては限られた資料 (既往のデータベース，完成図書

類) を基に，耐震性能が明らかに劣る可能性が高いもの，耐震性能が十分である可能性が高いも

のを簡易に抽出する（1 次判定）．耐震性が劣る可能性が高いがその程度を簡易に判別し難い基礎

については，第 2 段階で詳細計算によって個別に判定を行うものである (個別判定) ． 

 

9.2 調査票の作成 

1 次判定を行うためには，まず調査票の作成が必要となる．以下に必要な情報を整理する． 

  

1) 適用設計基準 

2) 平成 8 年防災点検結果 42) 

3) 橋梁一般図 

4) 基礎構造一般図 

5) ボーリング柱状図 ( 6)に記載されているものでも代用できる．) 

6) 地質調査報告書 (地質調査報告書が無い場合には，ボーリングデータベースや他工事の資料

等を活用するなど，可能な限り基礎近傍の地盤調査結果と地形図を入手する．)  

 

9.3 調査票の書式 

 損傷度 1 次判定に用いる調査票を表-9.1 に示す．これは，表-9.2 に示す平成 8 年防災点検デー

タベースを元に必要な情報を追加したものである．なお，追加した情報は表-9.1 に示す入力例に

ハッチングをかけた情報が該当する．これは，基礎の損傷度判定に必要な条件が設計年代の他に，

被災事例の分析から基礎の支持力不足，パイルベント橋脚のようなフレキシブルな下部工形式，

液状化地盤・斜面地形が損傷度判定に重要な要因であることによる．木杭基礎は既往の文献等を

参考に，木杭により地盤改良された地盤上の直接基礎とみなせる条件を仮定し，ケーソン基礎は

土木研究所で行った載荷実験をもとに損傷度を判定するための条件を調査票に反映させている．  

なお，後述するように平成 8 年防災点検データベースに入力ミスが一部確認されているため，

調査票の作成にあたっては，必ず設計図書等を参考に再確認し，必要な修正を行う． 
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表-9.1 調査票の入力例 

(1)共通諸元項目 ①橋長

左側歩道等幅員

②有効幅員 右側歩道等幅員

車道部幅員

③径間数

④支間長

⑤上部構造形式-1：材料区分

⑥上部構造形式-2：桁形式区分

⑦上部構造形式-3：構造形式

⑧適用示方書（上部構造）

⑨斜角 起点側

終点側

⑩最小曲率半径（曲線橋）

⑪交角(曲線橋）

⑫下部構造形式 当初設計

最終段階

⑬適用示方書 当初設計

（下部構造） 最終段階

⑭支承構造 起点側

終点側

⑮基礎形式 当初設計

最終段階

⑯パイルベント橋脚の列数

当初設計

最終段階

⑱適用示方書 当初設計

（基礎構造） 最終段階

⑲地盤種別

⑳橋脚の躯体形状 h（高さ）

a（直角方向幅）

b（橋軸方向幅）

 橋脚のフーチング形状 B（橋軸方向幅）

L（直角方向幅）

Fh（厚さ）

(2)液状化 ①ボーリング資料の種類

(流動化含む） ②地盤の液状化が基礎に与える影響の評価

①橋軸方向

②直角方向

(3)基礎の根入れ ①基礎の支持状態

②風化した斜面上への設置の有無

③地すべり地帯への設置の有無

(4)木杭の設置状況 ①杭頭結合の状態

②木杭が密に配置されている（≦2.5D）

(5)ケーソン基礎の ①隔壁の有無

 断面諸元 ②軸方向鉄筋比の大小

(6)損傷度判定

⑰パイルベント橋脚の
基礎形式

A1 P1 P2 A2

L60

003
003
54

30.46
5

100
23
62

L60

003
54

94
3
0

8.75
3

201
201
54
54

2YD
1YD
10

54

1

54

2

54
1YD

10

54
54

62
L60
L60

10 10 10

2YD

10

54

10

201
201
54
54

2YD
1YD
10

54

1
11
9
2
7

11

54

12.1
9
2
7

11

30.46
5

100
23
62

L60
L60

30.46
5

1

2

003

54

1
54

100
23

1
1

1
2
1

2
1

2

③埋立地における護岸，
堤防，岸壁からの距離

Ⅲ以下

2
1

1
1
1

1
1
1

Ⅲ以下 Ⅲ以下 Ⅲ以下

1
1
1

1

○21  
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表-9.2 橋梁データ記入票 (平成 8 年防災点検より引用) 

施設管理番号

①橋長

左側歩道幅員

右側歩道幅員

車道部幅員

⑤上部構造形式-1 ：材料区分

⑥上部構造形式-2 ：桁形式区分

⑦上部構造形式-3 ：構造形式

⑧適用示方書 （上部構造）

起点側

終点側

⑩最小曲率半径 （曲線橋）

⑪交角 （曲線橋）

当初設計

最終段階

当初設計

最終段階

起点側

終点側

h （高さ）

ａ （直角方向幅）

ｂ （橋軸方向幅）

B （橋軸方向幅）

L （直角方向幅）

FH （厚さ）

①橋軸方向

②直角方向

起点側

終点側

起点側

終点側

H1（支承高）

H2（台座ｺﾝ高）

⑤支承部高
（鋼製支承の場合）

④落橋防止構造
の設計仕様

③落橋防止構造
の種類

②ＳＥの必要長
(4)落橋防止構造

①ＳＥの実長

③鋼製橋脚の板厚

(3)橋脚（鋼製・ＲＣ・
合成構造）

①補強・照査レベル

②断面変化の有無

④埋立地における護
岸、堤防、岸壁からの

距離

③液状化の発生の可能性

②液状化対策の履歴

(2)液状化（流動化を
含む）

①ボーリング資料の有無

⑲橋脚のﾌｰﾁﾝｸﾞ
形状

⑱橋脚の躯体
形状

⑰地盤種別

⑯適用示方書（基礎構造）

⑮基礎形式

⑭支承構造

⑬適用示方書
（下部構造）

⑫下部構造形式

⑨斜角

③径間数

④支間長

(1)共通諸元項目

②有効幅員

下部構造名称
データ項目

 

181

















１０．まとめと今後の課題 

 

 本研究にて次の成果を得た． 

(1) 地震による基礎の損傷パターンを分類整理した． 

(2) レベル 2 地震における損傷度をⅠ～Ⅴの 5 段階で定義し，耐震補強の優先度を整理した． 

(3) 過去の被災事例の原因分析と設計基準および施工技術の変遷を調査し，相対的に耐震余裕度

の小さいと考えられる基礎の条件を抽出した． 

(4) 既設道路橋基礎をモデルとした静的荷重漸増解析を実施し，設計年代別の損傷度を区分した． 

(5) 計算では，低鉄筋比 RC 断面のため損傷度Ⅴと判定される既設ケーソン基礎に対し，大型模型

載荷実験を行った．実験は土中部で周辺地盤・土圧の影響を考慮した状態で行い，破壊に至

るまでの挙動を明らかにするとともに，耐震性能を評価するための条件を示した． 

(6) ボーリング柱状図をもとに，簡易に液状化判定を行うことのできるノモグラムを作成した． 

(7) 以上の結果を踏まえ，基礎の耐震性簡易判定フローを作成した． 

 

 今後の課題として，本研究で基礎の損傷度を過去の被災事例及び平成 14 年の道路橋示方書の解

析手法により確認できなかった木杭基礎についてはさらなる調査が必要と考えられる． 

・木杭基礎は，既往の文献調査により，常に地下水位以下にある木材は長期にわたって材料とし

て健全である．その上で，杭が密に配置され，かつ杭頭がフーチングに結合されていないと見

なせる木杭基礎は，木杭により地盤改良された地盤上の直接基礎として扱うことが出来ると仮

定している． 
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